
付録 

提供波に関する概説文 

 

以下の提供波に関する概説文をまとめる． 

 

 

提供者 対象地震 対象地点 

第1次提供波 

佐藤俊明(清水建設) 関東地震 東京本郷・大手町と横浜MM21

地区 

久田嘉章(工学院大学) 東海地震 静岡県駿東郡長泉町 

釜江克宏(京都大学) 南海地震 西大阪と大阪管区気象台 

愛知県建築住宅センター 東南海地震  名古屋市中区三の丸 

第2次提供波 

関口・他（産総研） 東南海，南海地震 大阪平野 

土方・他（東京電力，他） 東南海，東海地震 関東平野 

釜江・川辺（京都大学） 東南海，南海地震 大阪平野 

鶴来・香川（地盤研） 東南海，南海地震 大阪平野 

野津（港湾空港研） 東海地震 静岡（強震観測点等） 

鈴木・岩田（京都大学） 東南海地震 濃尾平野（強震観測点） 

土方・他（東京電力，他） 東海地震 関東平野 

愛知県設計用入力地震動研究協

議会 

新東海地震（東海・東南海） 濃尾平野 

構造物部会との連携で行われたもの 

野津(港湾空港研) 東南海，南海地震 ダムサイト，名古屋港等 
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2005/4/23 改（翠川、青井） 

 

概説文：関東地震の東京および横浜における予測波 

 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

 1923 年関東地震の再来を想定している。対象地点は、東京・大手町気象庁（TOK，緯度 35.687 度，

経度 139.758 度）、東京・本郷東大構内（HNG，緯度 35.715 度，経度 139.763 度）および横浜・みなと

みらい地区(YKL，緯度 35.452 度，経度 139.634 度)の３地点である。 

 

2. 予測波の作成目的と位置づけ 

 長い間、日本の構造物の耐震設計や各種防災対策を考えるうえで大きな指標とされてきた関東地震

は、量・質的に十分な波形記録が得られているわけではない。佐藤・壇（清水建設）は、最新の知見を

反映した震源モデルや地下構造モデルを用いて、ハイブリッド合成法により広帯域の地震動の再現を

行なっている。 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・ 手法の概要と特色  短周期領域（周期４秒以下）については経験的グリーン関数法（東京・大手

町 TOK）ないし統計的グリーン関数法（東京・本郷 HNG および横浜・みなとみらい地区 YKL）によ

り、長周期領域（周期４秒以上）については３次元有限差分法により、それぞれ計算し、両者を足し

合わせた広帯域ハイブリッド合成法が用いられている。 

・ 有効周期帯域  周期 0.07～50 秒程度である。 

・ 予測地点の最表層の S 波速度  ＨＮG および YKL については、Ｓ波速度で 430m/s の工学的基

盤での波形が計算されている。TOK については、気象庁の地表の記録が用いられているが、この

地点の地盤構造の推定値が（壇ほか、2000）の表１に示されている。それによると表層の S 波速度

は 200 m/s である。 

・ 予測成分（水平、上下）  NS および EW の水平２成分である。 

 

4. 震源モデルについて 

・ 震源モデルについては、地殻変動データおよび遠地実体波データを用い、マルチタイムウィンド

ー法により同時インバージョンを行うことにより推定された有限断層モデル(Wald and Somerville, 

1995)を忠実にモデルに取り入れている。ただし、短周期領域の計算では、ω-2 モデルに整合する

ようにモデルが修正されている。 

・ 過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係を用いて、震源モデルが設定されているわけでは

ないが、用いられているパラメータは平均的関係から大きくはずれているようにはみえない。 

・ アスペリティ位置や破壊様式は、地殻変動や遠地実体波のデータの同時インバージョンから推定

された Wald and Somerville のものを用いている。 
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・ 経験的グリーン関数法において、小地震の応力降下量は観測記録とのフィッティングから推定さ

れ、ラディエーションパターンの補正については考慮されていない。 

・ ハイブリッド法における接続周期付近での落ち込みの影響については特に対処されていない。 

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

・ 経験的グリーン関数法では、1990 年神奈川県西部地震（M5.1）の記録が経験的グリーン関数とし

て用いられている。この地震の震央は関東地震の震源域のほぼ西端に位置する。距離補正の際

に Q 値による補正は行っていない。 

・ 深い地盤構造については、最近の中小地震の直達波が再現できるように作成した水平成層構造

を基に、深井戸や人工地震探査結果等を総合的に考慮して、工学的基盤まで 3 次元盆地構造が

モデル化されている。 

・ 神奈川県西部地震の首都圏各地のシュミレーションにより、周期 3.3 秒以上の帯域で直達波に引

き続く後続波も含めて観測波形を良好に再現できることが確認されている。 

・ 工学的基盤で波形が与えられており、浅部地盤構造による増幅の影響は考慮されていない。 

 

7. 予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・ 予測波の検証については、長周期成分については、東京・本郷での計算波形が横田らにより復元

された今村式強震計記録と全体的な特徴が近いことが確認されている。短周期成分については、

計算値の分布が木造建物全壊率分布と比較され、両者は調和的であることが示されている。 

・ 広帯域地震動としては、計算パラメータを変化させて予測波がどの程度ばらつくかについての検

討はなされていない。しかし、統計的グリーン関数法の結果に関しては、初期位相の乱数を変えた

3 ケースについて計算し、計測震度の変動幅が 0.15 以内であることを確認している（壇ほか、

2000）。 

 

8. 予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

・ 日本建築センター波（通称）などの高層ビルの設計用スペクトルとの比較がなされ、予測波のスペ

クトルがこれらと同程度ないしやや小さいことが示されている。 

・ 本予測波を用いた高層ビルの耐震検討事例が既に複数行われている。 

 

９．自由コメント 

 既往の研究成果を最大限に活用したもので、計算がなされた当時（2000 年頃）では最高水準に

あるものである。ただし、1)その後、震源モデルや地下構造モデルの見直しや修正が行われてい

ること、2)ハイブリッド法における接続周期（４秒）付近での落ち込みの影響については特に対処されて

いないので、この周期付近で過小評価になっている可能性もあること、3)経験的グリーン関数法では断

層の西端部で発生した１種類の小地震の記録を断層の中央部や東部の要素についても適用している
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ために、伝播経路の影響を精度良く評価しているとは限らないこと、なども注意点として、指摘できる。 

 

１０．作成者のコメント 

 本提供波は、1923 年関東地震の震源近傍の広帯域地震動を再現する目的で、1990 年代に

行われた一連の研究の最終結果の一つである。作成者は、確からしい最終結果を得るために、

以下の考え方をとった。すなわち、対象周期における震源の複雑さのスケールと地震波伝播にお

ける地下構造の複雑さのスケールのバランスを意識した上で、独立したデータで検証された途中

結果を積み重ねて得られた最終結果は、自動的に、ある程度の確かさで、当時の強震動を再現

しているはずである。このような意図のもとに、一連の研究では以下のステップを踏んでいる。 

（１）周期数秒以上を対象とした 1923 年関東地震の不均質断層モデルの同定（文献 4）、 

（２）（１）の断層モデルを用いた日本国内の長周期地震動の再現性の検討（文献 5,6）、 

（３）首都圏の 3 次元地下構造モデルの開発と小地震による検証（文献７） 

（４）首都圏の周期 4 秒以上の長周期地震動シミュレーションと復元記録との比較（文献７） 

（５）（１）と整合する短周期に適用可能な不均質断層モデルの開発と検証（文献８，９）、 

（６）（５）の断層モデルを用いた短周期地震動シミュレーションと震度との比較（文献８，９，１０） 

（７）広帯域ハイブリッド法による広帯域波の合成（文献 1,2,3） 

 以上の各ステップの検証結果を踏まえて最終結果をみた場合、作成者として特に気になるのは

以下の３点である。 

第１点は、（１）の震源モデルの長周期地震動の再現性の精度に関することである。これについ

ては、（２）の文献６をご覧頂きたいが、グリーン関数の精度が高いと考えられる岐阜の関東地震の

強震記録（武村ほか、１９９４）の周期 3秒から 10 秒におけるシミュレーション波の振幅は、記録の 7

割から 9 割程度となっている。この結果に基づけば、（１）の Wald and Somerville(1995)の震源モデ

ルによる長周期地震動の計算結果は、多少、過小評価傾向にあるのではないかと考えている。 

第 2 点は、広帯域ハイブリッド法の技術的問題であり、自由コメントでも指摘されている、「接続

周期（４秒）付近での落ち込みの影響については特に対処されていない。」に関することである。この指

摘はその通りである。周期 4 秒付近は、免震ビルや超高層ビルなどの構造物の固有周期付近に対応

する重要な周期帯域であり、何らかの技術的改良が必要と考えている。しかし、実体波だけでなく表面

波が卓越することを考えると、短周期地震動のラディエーションパターンの補正などに関して、現状で

もよい解決策が得られておらず、今後の検討課題と考えられる。ただし、提供した東京と横浜の波に関

して、接続周期付近で顕著なスペクトルの落ち込みがないことだけは計算当時も確認している。 

第3点は、統計的グリーン関数法により計算された地震動はS主要動部分のみを対象としたもので、

首都圏の厚い堆積層で励起された表面波による継続時間の長い後続動が表現されていないことであ

る(文献 10)。したがって、統計的グリーン関数法を短周期帯域に適用したハイブリッド法の波では、接

続周期である 4 秒から 1 秒程度までの地震動の継続時間が過小評価されていることには注意を要する。

なお、経験的グリーン関数法を短周期帯域に適用したハイブリッド法ではこのような問題点はない。 

自由コメントにあるように、現在では、震源モデル、地下構造モデルともに新しいモデルが研究
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開発され、広帯域ハイブリッド法の技術も作成者が本提供波形を計算した当時と比べれば、進ん

でいることは確かである。したがって、現状では、最新の研究成果を用いて、広帯域地震動を作

成することが望まれる。作成者としては、特に上記の第 3 点を除けば、東京と横浜の提供波に関し

ては、最新の研究成果と比較した場合、特に大きな相違が生じないでほしいと暗に願っていること

を書き添えておきたい。 
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概説文：想定東海地震での静岡県長泉町での予測波 

 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

 

本予測波は，想定東海地震に対して，震源の比較的近傍（ただし下盤側）に位置する静岡県立静岡ガン

センター（以下SCC，静岡県駿東郡長泉町下長窪）の工学的基盤（Vs=600m/s相当）における地震動を評価

したものである．想定震源域は，中央防災会議による新しい想定震源域（平成13年）ではなく，サイトにより近

い石橋モデル（1976）の震源域を採用している．想定地震のモーメントマグニチュードはMW=7.9 であり石橋

モデル（MW8.0）より若干小さめに設定されている（表 1）．震源断層から対象地点までの最短距離は十数km

である． 

 

２．予測波の作成目的と位置づけ 

 

免震構造の採用された病院本棟の設計用入力地震動として作成された．地震動の作成にあたり，地震動

に影響を及ぼしやすい破壊伝播方向については，対象サイトにおける地震動の上限レベルと下限レベルを

把握する意図の下に，破壊がサイトに近づくケース（メキシコ型 1，チリ型 1）とサイトから離れるケース（メキシ

コ型 2，チリ型 2）が検討されている．ただし，滑り量等のパラメタについては，過去に発生した同等の規模の

地震の震源モデルを参考にしており，必ずしも上限を意図したものではない． 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

 

長周期側（周期約 1 秒以上）では理論的手法（水平成層構造）を，短周期側では統計的グリーン関数法を

用いたハイブリッド法である．理論的手法のための震源モデルとしてk-2モデルを用い，ω-2モデルに従う地

震動の励起を実現している．有効周期帯域は 0.1-10 秒，予測地点の最表層のS波速度は 600m，予測成分

は水平上下 3 成分である． 

 

4. 震源モデルについて 

 

想定東海地震と同じタイプの海溝型地震である 1985 年メキシコ地震と 1985 年チリ地震の震源に関する情

報を参考に設定している．海溝型地震に理論的手法を適用した場合，コーナー周波数よりも高周波側での

スペクトルの落ち込みが問題となることが多いが，本モデルではk-2モデル（Hisada, 2001）を用いることにより

ω-2モデルに従う地震動の励起を実現している．k-2モデルのパラメタ（小断層サイズや破壊伝播速度の変動

幅）は，メキシコ地震およびチリ地震の震源近傍における観測スペクトルが再現されるように定めている． 

過去の海溝型地震の平均像との関係を整理すると次の通りである．まず，メキシコ型モデルとチリ型モデ

ルの平均応力降下量は 2.0MPa および 2.3MPa であり（表 1），海溝型地震に関する平均値とされる 3.0MPa

よりも若干小さい程度である．また地震モーメントと短周期レベルの関係については，本モデルはアスペリテ

ィモデルではないため簡単な式で評価することはできないが，少なくともメキシコ型モデルにより励起される

短周期レベルは 1985 年メキシコ地震の震源近傍におけるスペクトルレベルと調和的であることが確認されて

おり，また，1985 年メキシコ地震による短周期レベルの励起特性は壇他（2001）の図を見る限り海溝型地震と

しては平均に近かったと考えられることから，本モデルによる短周期レベルの励起は海溝型地震としては平

均に近いものであると考えることができる． 

震源における滑り量の分布としては不均質な分布が与えられており，その分布は 1985 年メキシコ地震およ

び1985年チリ地震の滑り量分布を参考に定められている．破壊伝播方向については，破壊がサイトに近づく

ケース（メキシコ型 1，チリ型 1）とサイトから離れるケース（メキシコ型 2，チリ型 2）が検討されている． 
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表-1 メキシコ型モデルとチリ型モデルの主な震源パラメタ－久田他（2002）の図 17 および表 5 より 

  
 

2.8

メキシコ型モデル チリ型モデル
長さ（km） 125 120
幅（km） 80 75

面積（km2） 10000 9000
平均滑り量（m） 2.01 2.23

密度（g/cm3） 2.8
S波速度（m/s） 3800 3800
地震モーメント（dyne*cm） 8.13E+27 8.11E+27
モーメントマグニチュード 7.9 7.9
平均応力降下量（MPa） 2.0 2.3  

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

 次項（6. ）を参照のこと． 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

 

長周期側（周期約 1 秒以上）のグリーン関数の算定には水平成層構造が用いられており，2 次元～3 次元

的な地下構造の影響は考慮していない．現地での微動アレー観測結果に基づき，地震基盤に至る S 波速度

構造が与えられている．それによると地震基盤（S 波速度 3000m/s）上面の深度は 1353m となっており，対象

サイトは堆積層の比較的厚い場所であることがわかる．過去の中小地震の波形に基づいてグリーン関数の妥

当性を検証することは特に行われていない．そこで，対象地点に最も近い K-NET 観測点における中小地震

の記録を用いて検証を実施してみたところ， 2次元～3次元的な地下構造に起因すると考えられる後続位相

は再現されないものの，S 波については良好に再現されることが確認できた（付録 1 参照）．浅い地盤構造に

ついては，工学的基盤における地震動を評価したものであるため，特に考慮されていない． 

 

７．予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

 

震源モデルの妥当性そのものについては，対象地震と類似した海溝型地震である 1985 年メキシコ地震と

1985 年チリ地震の震源近傍における強震記録により検証されている．震源モデルとグリーン関数と組み合わ

せた全体としての予測結果については，過去の地震の震度分布や距離減衰式との比較等は実施されてい

ないが，他の強震動予測手法（半経験的手法および経験的手法）を用いた地震動予測結果との比較が実施

されており，理論的手法による結果のばらつきの範囲内に，他の手法による結果が収まったとされている．予

測波のばらつきについては，メキシコ型およびチリ型の選択によるばらつきと，破壊伝播方向によるばらつき

が検討されている．なお，本予測波のメキシコ型 1 とチリ型 1 は周期 5 秒前後で速度応答が 200kine 前

後となっているが，2003 年十勝沖地震の記録との比較から，M8 クラスの地震の震源近傍では周期 5 秒

前後でこの程度の応答が発生することは十分にありうるものと考えられる（付録 2 参照）． 

 

8. 予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

 

設計用地震動や設計用スペクトルとの比較は特に紹介されていないが，予測波を用いて病院本棟の耐震

設計が実施されている． 

 

９．自由コメント 

 

 本算定結果を利用する場合，次の二点に留意する必要がある． 
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まず一点目として，一般に地震動は震源断層との位置関係やサイト特性に大きく影響されるため，こ

こで算定された地震動は，想定東海地震の震源近傍における地震動のあくまでも一例にすぎず，震源

近傍における地震動として平均的なのか，それとも強めなのか（あるいは弱めなのか）の検討は今後の

課題である．震源断層との位置関係に関して言えば，対象サイトは逆断層の下盤側に位置しており，一

般に下盤側の地震動は上盤側よりも小さいと考えられている．上盤側に位置する駿河湾の西側では，

中央防災会議（平成 13 年）の震源を想定した場合，サイトによっては地表で 200kine を越えるとの試算

結果（野津，2005）も出されており，今後，さらに議論を深めていく必要がある． 

留意すべき二点目として，ここでは水平成層構造のグリーン関数が用いられているため，S 波は表現

されているが，２～３次元的な地下構造の影響による後続位相は考慮されていない．従って地震動の継

続時間という点では大幅に不足している可能性も否定できないため，地震動の継続時間の影響を受け

やすい盛土・堤防・護岸のようなタイプの構造物の耐震検討や液状化の検討には適さない可能性が高

い． 

 

９．参考文献 

壇一男・渡辺基史・佐藤俊明・石井透（2001）：断層の非一様すべり破壊モデルから算定される短周期レ

ベルと半経験的合成法による強震動予測のための震源断層のモデル化，日本建築学会構造系論

文集，第 545 号，pp.51-62． 

Hisada, Y. (2001): A theoretical omega-square model considering the spatial variation in slip and 

rupture velocity, Bull. Seism. Soc. Am., Vol.90, No.2, pp.387-400. 

久田嘉章・翠川三郎・山中浩明・鱒沢曜（2002）：免震病院を対象とした入力地震動の策定例－震源近

傍の強震動，及び，深部地盤構造を考慮した入力地震動策定－，第30回地盤震動シンポジウム，

日本建築学会． 

野津厚 (2005) ：経験的サイト増幅・位相特性を用いた東海地方における強震動評価事例，海溝型巨

大地震を考える-広帯域強震動の予測-シンポジウム論文集，土木学会・日本建築学会，

pp.99-106． 

 

１０．予測波作成者コメント 

 

この地震動は平成１４年９月に開院した静岡県長泉町の県立がんセンターの免震建物（病院棟）のた

めの入力地震動です（センター評定は平成１１年）。当時は海洋型巨大地震のための強震動予測レシ

ピなどは無く、信頼できる震源パラメータを設定するため、過去の類似な地震（1985 年メキシコ地震、チ

リ地震）の震源直上の強震記録（それぞれ岩盤４点）を再現できる広帯域な震源モデルを作成しました。

使用に際しては、地盤モデルは建設サイト直下の地盤モデルを作成し（微動観測を用いて東京工業大

学の山中先生が担当）、さらに逆断層の下盤側に断層最短距離で約 20km の地点に位置するなど、特

殊な条件下であることに十分注意して頂きたいと思います。           （工学院大学 久田嘉章） 
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付録 1 長周期側（1 秒以上）でのグリーン関数の検証 

 

対象地点（SCC）に最も近い K-NET 観測点（SZO009）における中小地震の記録を用いて，本予測波の策

定に用いられた水平成層構造の検証を実施した．ここでは，東海地震の震源断層から遠くない位置で

発生している 2001 年 4 月 3 日静岡県中部の地震の記録を用いた．水平成層構造は周期 1 秒以上の成

分の算定に用いられているため，ここでは周期 1 秒以上の成分を対象に検証を行う．図 1 に震央位置と

K-NET 観測点を，図 2 に F-NET による CMT 解をそれぞれ示す． 

 

 
 

図 1 2001 年 4 月 3 日静岡県中部の地震の震央と K-NET 観測点 

 

 

図 2 2001 年 4 月 3 日静岡県中部の地震の F-NET による CMT 解 
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本予測波の策定に用いられた水平成層構造の最下層（深さ 35km，F-NETによる）に点震源を置き，水平

成層構造の応答をBouchon（1981）の方法で計算した．ただし，地震モーメントについては，F-NETによる値

（8.17E+16Nm）はρ=3.2g/cm3，β=4.46km/sとして評価された値であるため，モーメントを保ったまま水平成

層構造の最下層（ρ=2.8g/cm3，β=3.8km/s）に置くと震源スペクトルを過大評価することになる．ここでは，

ρβ3の比を用いて補正を行い，地震モーメント 4.41E+16Nmの点震源を置いた． 

 図 3 の黒線はこの地震による SZO009 の速度波形（周期 1 秒～10 秒）である．図 3 の赤線が算定結果

である．これを見ると，S 波については良好に再現されているが，2 次元～3 次元的な地下構造に起因すると

考えられる後続波は再現されないこと，従って，当該グリーン関数を用いて算定された地震動は，継続時間と

いう点では大幅に不足している可能性も否定できないことがわかる． 

なお，ここでは，予測波の算定に用いられた水平成層構造の上面すなわち Vs=600m/s の地層の上面に

おける合成波と SZO009 における観測波を直接比較しているが，SZO009 では深さ 7m と比較的浅い位

置に Vs=690m/s 層の上面が見られ，その意味では比較を実施する上で不都合はないものと考えられる．

ところで，SZO009とSCCは水平方向に約5km程度離れているため，これら二地点における深層地盤が

共通のものであるとは限らない．より厳密な検証を実施するためには justpoint での中小地震記録を必

要とする．しかしながら，SZO009 の観測波に含まれるのと類似した後続位相は十数 km 南に離れた

SZO008（K-NET 沼津）の観測波にも見られること，これら二地点に挟まれた位置にある SCC も，比較的

厚い堆積層の上にあることが明らかにされていること（概説文の本文参照）などから，仮に SCC における

観測記録を利用して同様の検討を実施したとしても，図 3 と類似した結果が得られる可能性が高いもの

と考えられる． 

 

 

 

図 3 SZO009（K-NET 裾野）における観測波と合成波の比較 
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付録 2 想定東海地震長泉町予測波と 2003 年十勝沖地震観測波の比較 

 

 想定東海地震長泉町予測波は，地震の想定規模を Mw7.9 として計算されている．この予測波をほぼ

同じ規模で発生した 2003 年十勝沖地震(Mw8.0)の際の観測波と比較することは，本予測波妥当性の理

解に資するものとの考え，ここでは十勝沖地震の震源近傍で比較的振幅の大きかった K-NET 大樹観

測点における観測波 NS 成分と K-NET 直別観測点における観測波 EW 成分から計算される速度応答

と予測波から計算される速度応答を 4 通りの減衰定数に対して比較した．周期 3 秒程度以上の周期帯

域における予測波の速度応答レベルは，M8 クラスの地震が発生した場合の震源近傍における地震動

として，あり得るものと言える． 

 

 

      

     

 

図 1 予測波の速度応答スペクトルと 2003 年十勝沖地震による速度応答スペクトルの比較 
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2005 年 4 月 28 日 

佐藤俊明・片岡正次郎 

 

概説文：想定南海地震の大阪における予測波 

 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

想定地震： 

想定南海地震  地震モーメント：8.34×1021N･m，マグニチュード：MJ8.4（Mw8.55） 

地震動予測地点： 

以下の 2 地点である。両者とも大阪市内にある京都大学防災研究所の地震災害部門の強

震観測点である。 

 OSA（大阪管区気象台）: N34.678, E135.537（旧測地系） 

 WOS（西大阪の木津）: N34.648, E135.482（同上） 

OSA は比較的硬質な上町台地上の観測点、WOS は大阪市西部の大阪湾岸の軟弱地盤上の

観測点である。 

 

2. 予測波の作成目的と位置づけ 

本予測波は、将来発生が予測される南海地震に対する地震災害軽減の検討、特に大阪に建

つ超高層ビル、免震ビル、石油タンクなど長周期構造物の安全性の検討に用いられることを

念頭に作成された広帯域波である。 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・ 手法の概要と特色 

経験的グリーン関数法を利用している。有効周期帯域 

参考文献からは、少なくとも 0.1 秒から 10 秒の周期範囲は有効である。予測地点の最表層

の S 波速度予測地点は地表面であるが、参考文献には S 波速度は記されていない。予測成

分（水平、上下）2 成分（NS，EW） 

4. 震源モデルについて 

・ どのような根拠で設定されているか？ 

政府の地震調査研究推進本部（以下、推本と略する）が発表しているアスペリティを有す

る特性化震源モデルをやや単純化したモデルを用いている。推本の特性化震源モデルは、過

去の地震から得られた情報（アスペリティの場所や震度分布など）に基づき、強震動予測の

ためのレシピに従って構築されたものであり，震源スペクトルはω-2モデルを満足するもので

ある。 

・ 過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係 

準拠している推本の断層モデルの地震モーメントに対する短周期レベルは，過去の南海ト
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ラフ沿いの巨大地震の震度分布を再現できるように設定されたものである。 

・ アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

準拠している推本の断層モデルでは，アスペリティの位置は過去の地震の既往の震源イン

バージョン結果などに基づき，すべり量の大きいところに設定されており，破壊開始点も過

去の地震を参照して設定されている。 

・ 経験的グリーン関数法の場合の詳細 

経験的グリーン関数として用いる小地震は、1991 年 10 月 20 日に和歌山県沖の深さ 37km

付近で起こったマグニチュード 5.1 の地震である。この地震の震源パラメータは，硬質地盤で

観測された強震記録の変位震源スペクトルから推定している。この小地震とターゲットであ

る想定南海地震のマグニチュードの差が 3 以上あることから、この小地震を一気に多数重ね

合わせて想定南海地震の地震動を計算すると、その地震動のスペクトルに人為的な谷ができ

る。これを回避するために、小地震から一気に（一段階で）想定南海地震の地震動を合成す

るのではなく、少しずつ規模の大きな地震の地震動を波形合成する、いわゆる多段階波形合

成法を採用している。本計算では 3 段階で波形合成を行っている。 

また、この小地震を想定地震の断層面に配する際、ラディエーションパターンの補正は行

っていない。 

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

・ どのような根拠（既往の文献，調査情報等）で設定されているか？ 

 経験的グリーン関数の中に包含される。距離補正をおこなう際の伝播経路特性（Ｑ値）

は、Q 値は１Hz 以下で 100 固定、１H 以上で Q=100ｆ**0.7 を用いている。なお、Asp-1 や

Asp-2 では、小地震との距離がそれほど違わないので、Q 値の影響は少ないと考えられる。 

・ 過去の中小地震の波形から推定されている、あるいは検証されているか？ 

伝播経路特性の影響を含んだ小地震記録が経験的グリーン関数として用いられている。 

・ 経験的グリーン関数法の場合の詳細 

1 枚の断層面に 1 つの小地震（グリーン関数）を配している。 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

・ 3 次元盆地構造がモデル化されているあるいはその影響が加味されているか？ 

経験的グリーン関数として考慮されている。 

ただし、小地震の深さとアスペリティの深さの違いによる堆積盆地への入射波の違いの

影響については否定できない。 

・ 対象地点の深い構造 

 著者によれば、対象地点の地震基盤深さは OSA で 500m 程度、WOS で 1000ｍ程度の可能

性があるとのことである。これによる地盤の卓越周期は OSA で約 5 秒、WOS はもっと長い

と推定される。 
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・ 浅い地盤構造（工学的基盤より浅部）増幅の影響は考慮されているか？地盤非線形性は？ 

地表面の波形である。地盤非線形性は考慮されていない。 

 

7. 予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・ 検証の方法と検証結果 

過去の南海地震の地震動強さや経験的な距離減衰式と本波形の地震動強さとの比較は直接

的には行われていない。しかし、以下に述べるように、間接的な検証は行われていると考え

られる。強震動予測結果は、予測に用いる震源モデル、伝播経路モデル、予測地点周辺の地

盤モデルならびに強震動予測手法に依存する。このうち、震源モデルに関しては、本波形の

計算に用いた断層モデルが準拠している推本の断層モデルの検証が、過去の地震（安政東海

地震、昭和東南海地震）の広域震度分布との比較ならびに既往の経験的な距離減衰式との比

較という形で行われている。推本の強震動予測と本強震動予測とで異なるのは強震動予測手

法である。推本では、統計的グリーン関数法が、本波形計算では経験的グリーン関数法が用

いられている。経験的グリーン関数法は予測地点で得られた観測記録を直接用いるために、

統計的グリーン関数法よりも伝播経路や予測地点の地盤構造の影響をより精度良く反映して

いると一般的には考えられている。 

最大速度に関して、経験的グリーン関数法による結果と経験的距離減衰式との比較が行わ

れ、地盤条件を考慮すると両者がほぼ整合することが確認されている(釜江・川辺, 2003)。ま

た、震度についても昭和南海地震や推本が使った震度分布との比較も行っている。 

 

8. 予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

・ 設計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 

告示スペクトルとの比較が行われている。応答値は、周期 5 秒付近で 2000 年建築基準法改

正に伴う安全限界レベルを越えている。 

・ 予測波を用いた応答計算事例の有無 

参考文献には記載されていない。しかし、2004 年 1 月 18 日に放映された NHK スペシャル

「地震波が巨大構造物を襲う」をはじめとして、各所で本提供波による応答計算が行われて

いる。 

 

９．自由コメント 

2 地点の提供波形の特徴は，最大速度 25cm/s から 30cm/s、地震動の継続時間が 4-5 分以上

（大阪 OSA では 6-7 分、西大阪 WOS では約 4 分）にわたっており，周期 5 秒付近の地震動

が卓越していることである。また、周期 5 秒における減衰定数 5％の擬似速度応答は約 150cm/s

程度であり、建築基準法の告示スペクトルの安全限界（80cm/s）を大幅に超えていることにも

留意する必要がある。 

地震動の 5 秒の卓越周期は両地点の地盤固有の卓越周期である。大阪平野の卓越周期は場
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所によって異なることに注意する必要がある。また、西大阪（WOS）の継続時間が大阪（OSA）

の継続時間よりも短くなっているのは、経験的グリーン関数として用いた西大阪地点の小地

震の記録時間が大阪地点（OSA）と比べて 120 秒ほど短くなっているという人為的なもので

あることに注意する必要がある。 

対象とする地震の断層長さが約 200ｋｍ以上の巨大断層面の各点から放射される地震波と

して、１つの小地震記録を補正して経験的グリーン関数として用いることに関して、伝播経

路を精度よく反映しているかどうかは検証する必要があると考えられる。また、１つの小地

震記録を断層面各点に割り付ける際に、ラディエーションパターンの補正をどのように行っ

ているかも周期数秒以上の長周期帯域の地震動の大きさ、特に、5 秒の地震動の大きさの精度

を考える上で重要である。しかし、小地震でそのことを説明できるほどのデータもなく、OSA

やWOSでの小地震の長周期地震動にその影響が現れているのかどうかの検証もできない状況

から、現状では補正なしでやらざるを得ないと考えられる。 

結論として，適切な小地震の地震観測記録が不足している現状を踏まえれば、大阪（OSA）

の地震動は予測地震動として最も合理的な地震動のひとつと考えられる。 

 

１０．著者コメント 

 経験的グリーン関数法は適切な記録があれば広帯域強震動予測手法として非常に有用なも

のと考えられる。それはこれまでに行われている 1995 年兵庫県南部地震や 2003 年十勝沖地

震などのシミュレーションを通じて示されている。ただ、予測される地震動は、経験的グリ

ーン関数としての中・小地震の観測記録に依存したサイト特有のものである。従って、OSA

やWOS以外のサイトにおいてこれらの予測地震動をそのまま用いることは原則として好まし

くない。また一般に、南海地震のような非常に大きい震源域を対象とした強震動予測では、

震源（アスペリティ）位置などを考慮した複数の中・小地震記録を使うことによって伝播経

路特性を自動的に取り込むことが可能となり、予測地震動の精度向上に繋がる。ここで作成

した予測地震動は１個の地震記録のみを使って得られているため、例えば四国沖に存在する

アスペリティから予測された地震動の精度上の問題は否定できない。なお、大阪平野を考え

た場合は震源近傍の２つのアスペリティからの寄与が大きく、１個しか地震記録を使わなか

ったことによる影響は小さいものとも考えられる。ただし、地震の規模が非常に小さいこと

によって非常に多くの重ね合わせが余儀なくされていることは、現実の断層破壊現象を非常

に均質に取り扱う結果となっており、予測地震動の低減衰での応答スペクトル値が非常に大

きくなる結果を引き起こしているのも事実である。現在、３次元有限差分法によって理論長

周期地震動の検討も行っている所であり、今後そうした検討結果も踏まえ、予測地震動の信

頼性を検証していく予定である。 

 

１１．参考文献 

１）Kamae, K, H. Kawabe, and K. Irikura: Strong ground motion prediction for huge subduction 
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earthquake using a characterized source model and several simulation techniques, 13th World 

Conference on Earthquake Engineering, Vancouver, B.C., Canada, August 1-6, 2004, Paper No. 655.   

２）釜江克宏・川辺秀憲：南海地震の強震動予測手法，平成 14 年度「巨大地震・津波による

太平洋沿岸巨大連担都市圏の総合的対応シミュレーションとその活用手法の開発」成果報告

書，pp. 36-49, 2003.（http://www.ddt33.dpri.kyoto-u.ac.jp/katsudou/h14_houkokusho_mokuji.htmlで

入手可能） 

 

以上 
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2005 年 4 月 21 日 

香川敬生・年縄巧 

 

概説文：想定東海・東南海連動地震の名古屋市三の丸地区における予測波 

 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

想定地震：想定新東海地震（東海地震と東南海地震の同時発生を想定したもの） 

地震モーメント：3.11×1028dyne･cm，マグニチュード：MW8.3，MJ8.3 

地震動予測地点：名古屋市三の丸地区 名古屋第１合同庁舎地点 

北緯 35 度 10 分 40 秒，東経 136 度 54 分 22 秒 

 

2. 予測波の作成目的と位置づけ 

国土交通省，愛知県，名古屋市の３者が，名古屋市三の丸地区における耐震改修設計（免震

を含む）のための設計用入力地震動の予測をおこなったもの。震源断層モデルに政府中央防

災会議の東海地震と東南海地震の同時発生を想定している。 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・ 手法の概要と特色 

提供波形は，以下の 2 ステップにより作成している。第 1 ステップは，強震動の計算であ

る。これには経験的グリーン関数法を利用している。2 枚の断層面それぞれに対し，2 個の小

地震をランダムに配置した 11 ケースの計算を行い，入射方向や Radiation Pattern の影響を

軽減するように努めている。また，この 11 ケースそれぞれに対して，要素断層内の地震波放

射位置をランダムに与えた 11 ケースの計算を行い，要素断層からの地震波放射が周期的にな

らないように工夫している。計算ケース数は全体で 11ｘ11＝121 ケースである。この 121 ケ

ースの地震動をみると地震動の大きさや卓越周期がばらついており，設計用地震動としてど

のケースを選択するかが問題となる。 

そこで，第 2 ステップでは，これらの問題を解決して，対象とする断層モデルによる平均

的な大きさ，卓越周期，位相を有する 1 組の模擬地震動（水平 2 成分，上下 1 成分）を作成

している。この作成は，具体的には，次にように行っている。まず，平均スペクトルとして，

水平 2 成分，上下 1 成分の成分毎に 121 ケースの地震動の減衰定数 5％の擬似速度応答スペク

トルの平均値を計算する。位相に関しては，3 成分の中で最大速度が最も大きくなる EW 成分

に着目し，121 ケースの位相と EW 成分の平均応答スペクトルから模擬波を 121 個作成し，そ

の最大速度が中央値となる位相を選定する。NS 成分と UD 成分の位相は，EW 成分に対応する

ケースのものを選ぶ。なお、模擬波の作成においては、様々な周期の正弦波の重ね合わせで

表現し、そのフーリエ振幅スペクトルを修正しながら目標とする応答スペクトルに適合する

ように収束計算を行って作成している。 
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・ 有効周期帯域 

周期 0.1～５秒（免震構造の周期に概ね該当する３秒を含む）［参考文献記載値］ 

・ 予測地点の最表層の S波速度 

Ｓ波速度 0.4km/s 以上（工学的基盤面） 

・ 予測成分（水平、上下） 

３成分（NS，EW，UD） 

 

4. 震源モデルについて 

・ どのような根拠で設定されているか？ 

政府中央防災会議の東海地震と東南海地震の設定に準拠している。中央防災会議の設定が基

本的に入倉レシピに準拠しており，ω-2モデルを指向している。 

・ 過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係 

文献には記載されていないので不明。 

・ アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

固着域に関する現状の研究を踏まえ，かつ過去の地震による震度分布を再現するように設定

された，中央防災会議のモデルに準拠している。 

・ 経験的グリーン関数法の場合の詳細 

小地震（グリーン関数）の地震モーメントは FREESIA による値を用い，応力降下量は観測記

録から推定している。 

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

・ どのような根拠（既往の文献，調査情報等）で設定されているか？ 

経験的グリーン関数の中に包含される。ただし，距離補正をおこなう際の伝播経路特性（Ｑ

値）は、既往の研究（田居・他, 1994）を参考に、Q=200f0.7と設定している。 

・ 過去の中小地震の波形から推定されている、あるいは検証されているか？ 

伝播経路特性の影響を含んだ小地震記録が経験的グリーン関数として用いられている。 

・ 経験的グリーン関数法の場合の詳細 

２枚の断層面に４つの小地震（グリーン関数）を配し，大断層に経験的グリーン関数法を適

用する際の入射方向や Radiation Pattern の影響を軽減するように努めている。 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

・ 3 次元盆地構造がモデル化されているあるいはその影響が加味されているか？ 

経験的グリーン関数として考慮されている。 

・ 深い地盤構造と卓越周期 

三の丸地点の地震基盤（S 波速度 3km/s の層）までの深さは 565m、地震基盤から工学的基盤

までの地盤の卓越周期は約 3 秒である。 
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・ どのような根拠（地下構造探査や既往の文献等）で設定されているか？ 

 浅い地盤構造は，計算地点周辺のＰＳ検層を参照にモデル化されている。 

・ 過去の中小地震の波形に基づきモデル化がなされている、あるいは検証されているか？ 

深い地盤構造は経験的グリーン関数として評価されている。浅い地盤構造はモデルで評価さ

れているが，地震観測記録による検証は報告されていない。 

・ 浅い地盤構造（工学的基盤より浅部）増幅の影響は考慮されているか？地盤非線形性は？ 

浅層地盤モデルを用いて地表面観測記録が工学的基盤面に引き戻されている。工学的基盤面

の波形であるため，地盤非線形性は考慮されていない。 

 

7. 予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・ 検証の方法と検証結果 

文献では検証は行われていない。 

 

8. 予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

・ 設計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 

告示スペクトルとの比較がおこなわれている。 

・ 予測波を用いた応答計算事例の有無 

参考文献には記載されていない。 

 

９．自由コメント 

提供波形（３成分加速度）では，大地震動の継続時間がほぼ２分にわたっており，水平動で

は周期３秒程度（上下は２秒程度）が卓越していることが特徴である。これは，参考文献に

記載されている対象地点周辺の地盤卓越周期とも対応している。なお，周期３秒における疑

似速度応答は 200cm/s を上回っている。提供波形に一切の処理をおこなわない場合，速度に

積分した時点でオフセットが生じる。10 秒より長周期を低減するフィルターを施すと参考文

献に記載されている最大速度，最大変位にほぼ相当する。また，減衰を小さくした応答スペ

クトルでも卓越周期で極端に応答が大きくなることはなく，要素断層の規則的な破壊などに

よる人工的な周期特性が影響している危惧は無いと思われる。 

結論として，周期 5 秒以下で利用する限りにおいては，合理的な地震動となっているものと

思われる。 

また，他の想定断層（内陸地震）と併せて生起確率の評価をおこなっていることが特徴であ

り，想定新東海地震の 100 年間の生起確率は 0.99 である。 

 

１０．参考文献 

1) 名古屋市三の丸地区における地域特性を考慮した耐震改修のための基盤地震動の作成

（概要版） 
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2) 田居・他 (1994): 第 9 回日本地震工学シンポジウム論文集, Vol.1, pp.751-756 

 

 

１１．著者のコメント 

作成した工学的基盤の地震波の計測震度は 5.3 である（宮腰・他, 2005）。この地震波と同じ位

相特性をもつ地表面での地震波（工学的基盤に引き戻す前の地表面における経験的グリーン関

数法による合成波形）の計測震度は 5.7（震度 6 弱）である。1854 年安政東海地震における三

の丸地区での震度は 5 であり、過去の地震の震度に比べると作成した地震動はやや大きいとい

える。 

（宮腰・他 (2005): 日本地震工学会大会－2004 梗概集, pp.394-395） 

 

以上 
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2005 年７月 26 日 

香川敬生・年縄巧 

 

概説文：産業技術総合研究所南海地震波 

 

１．想定地震と強震動予測地点・領域 

想定地震： 想定南海地震（中央防災会議（2003）の震源モデルに準拠） 

地震モーメント：8.75×1028dyne･cm，マグニチュード：MW8.6 

対象地点： 大阪平野内 

観測点 緯度 経度 （日本座標系表示） 

OSK003  34.7636 135.4711 

OSK005  34.7222 135.5127 

OSK006  34.5861 135.4738 

OSK008  34.4405 135.3902 

OSKH02  34.6595 135.3924 

WOS     34.648 135.482 

FKS     34.687 135.474 

YAE     34.680 135.612 

ROKKOG  34.6771 135.2701 

 

２．予測波の作成目的と位置づけ 

産業技術総合研究所による，阪神地域をモデル地域とした地震動予測手法高度化の研究プロジ

ェクトの一環として，南海地震の地震動予測を行っている。震源モデルは中央防災会議（2003）

の震源モデルに準拠しつつ，より合理的な改訂をおこなっている。また，ターゲットとする大

阪堆積盆地の長周期地震動をより精度よく推定するため，統計的グリーン関数法を採用した中

央防災会議に対して，長周期成分についてはより物理的な地下構造モデルと決定論的な波動伝

播計算法（差分法）を用いている。 

 

３．強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・手法の概要と特色 

震源モデルは中央防災会議（2003）の震源モデルに変更を加えたものを用いている。ここで言

う震源モデルの変更は，中央防災会議（2003）のオリジナルのすべり量と破壊伝播速度の分布

にアスペリティサイズ以下の様々なスケールの不均質を付け加え，高周波成分を励起させるよ

うにしたものである。地震動計算の長周期成分は 3 次元地下構造モデルを用いた 3 次元差分法

により，短周期成分は統計的グリーン関数法により計算し，これらをハイブリッドする方法を

採っている。 
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・有効周期帯域 

0-5 Hz （浅層地盤構造モデルのモデル化周波数帯域が５Hz までのため)  

予測地点の最表層の S波速度  

提供９地点の最低Ｓ波速度は 120 m/s，大阪平野全体を見たときにはおよそ 100 m/s である。

（著者の私信） 

・予測成分（水平，上下） 

3 成分 

 

４．震源モデルについて 

・どのような根拠で設定されているか？それはω-2モデルになるように考慮されているか？ 

中央防災会議（2003）に準拠している。加えて，アスペリティ以下のスケールの不均質をすべ

り分布と破壊伝播速度の分布に乗せることにより，おおよそω-2 モデルになるように配慮して

いる。 

・過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係（全体像：地震モーメントと破壊面積，地震モ

ーメントと短周期レベルとの関係など，不均質性：地震モーメントとアスペリティ総面積との

関係）とどのような関係となっているか？ 

中央防災会議（2003）のモデル化の時点で考慮されていると考えられる。 

・アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

上述の通り。 

・ハイブリッド法の場合、接続周期付近での落ち込みに配慮されているか？ 

別々に計算された低周波数成分と高周波数成分の位相の違いによる，接続周波数付近での落ち

込みについては，特にこれを回避するような作業は行われていない。ただし，断層面全体の寄

与を足し合わせた後の波形について，低周波数成分のスペクトル，高周波数成分のスペクトル，

およびこれらをハイブリッドした波のスペクトルを比較し，対数座標で見て顕著な落ち込みの

ないことは確認されている。 

 

５．伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

・どのような根拠（既往の文献，調査情報等）で設定されているか？ 

主に，古村（2002）に基づく。他に以下の情報を参照している。 

領木 (1999)：古村（2002）のモホ面深度の元情報として 

山崎・大井田（1985）：古村（2002）のプレート形状の元情報として 

香川・他（1990）：基板上面 P 波速度 

堀川・他（2003）：第 1～3 層の Q 値 

渋谷（2001）：密度構造に関して 

・過去の中小地震の波形から推定されている、あるいは検証されているか？ 

2004 年 9 月の紀伊半島南東沖地震系列の地震の 1 つをモデル化している。 
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６．深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

・3 次元盆地構造がモデル化されているあるいはその影響が加味されているか？ 

大阪堆積盆地の 3 次元地盤構造を長周期成分の計算に用いている。 

・どのような根拠（地下構造探査や既往の文献等）で設定されているか？ 

堀川・他（2003）による大阪堆積盆地の地盤構造モデルに準拠している。 

・過去の中小地震の波形に基づきモデル化がなされている、あるいは検証されているか？ 

大阪堆積盆地近傍で起こった小地震のモデル化が実施されている。  

・浅い地盤構造（工学的基盤より浅部）増幅の影響は考慮されているか？地盤非線形性が考慮

されているか？ 

浅層地盤構造をモデル化して 1 次元応答計算によりその影響を考慮している。地盤の非線形性

を等価線形法で考慮している。  

 

７．予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・検証の方法と検証結果 

計測震度値に関して，中央防災会議（2003），鶴来・他（2005）との比較がおこなわれている。

乱数の異なる 3 つの震源モデルによる計算結果のうち，ほとんどの地点で最も大きい計測震度

のものと，鶴来・他（2005）の計測震度が概ね整合している。中央防会議（2004）の計測震度

に比べると全体的に小さめである。 

堆積層構造や地殻構造のモデル化に関する検証は，前述の通りである。 

・予測波のばらつきの検討の有無 

震源モデルの作成に乱数を用いており，乱数の違いによる震源モデル，および予測地震動のば

らつきを見積もるため，３つのモデルに関しする結果が示されている。 

 

８．予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

・計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 

無し。 

・予測波を用いた応答計算事例の有無 

無し。 

 

９．自由コメント？ 

断層破壊モデルを用いたこれまでの強震動評価でおざなりにされがちであった，計算モデルの定性

的，定量的な検討が緻密に実施されており，その精度から鑑みて十分に精度の高い結果が得られて

いるものと考えられる。 

ただし，計算波形による応答スぺクトルには顕著な凹部が見られる（周期４秒付近），その成因と耐震

検討での検討法についての考察が必要と考えられる。 
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１１．著者コメント 

本研究による想定南海地震の予測計算の特徴は以下のとおり． 

・震源モデルの大枠は，中央防災会議のモデルに基づいているが，さまざまなスケールの不均

質をすべり分布と破壊伝播速度分布に導入することにより，広帯域で ω-2に近い震源スペク

ト ルを再現できていること． 

・大阪堆積盆地の深部・浅部構造について，独自に作成した詳細なモデルを用いていること． 

・同程度の震源距離の地震を使って，大阪地域の経験的な高周波エンベロープをモデル化し，

用いていること． 

また，本予測波を用いる上で注意していただきたい点は以下の点が挙げられる． 

・乱数を変えて作成した震源モデルによる大阪地域での予測波の強さに幅があること． 

・大阪堆積盆地の外部に設定した地下構造モデル（主に，古村，2002 による）には，この地域

に分布する付加帯，新第三系～第四系は考慮されていないため，合成波にはこの浅い構造に

起因する後続波が不足していると考えられる．これらの浅い構造を考慮すると，継続時間は

さらに長くなるが，直達部分には影響しないため，最大振幅はさほど変化しないと予想され

ること． 

 

以上 
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「想定東海地震での関東平野における長周期地震動」へのコメント 

武村雅之・畑山健 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

・想定地震 

 中央防災会議(2001)による東海地震、地震モーメント 1.3×1021Nm (MW8.0) 

・強震動予測地点 

 関東平野内の東京湾岸に立地する火力発電所を中心とした以下の 7 地点で

ある。 

地点名 東経    北緯   記号 

品川  139.7564  35.6153  SNG 

川崎  139.7617  35.5056  KWS 

横浜  139.6792  35.4683  YKH 

千葉  140.1181  35.5589  CHB 

新豊洲 139.7954  35.6458  STY 

姉ヶ崎 140.0286  35.4828  ANG 

東扇島 139.7422  35.4872  HOG 

 

なお、緯度・経度の値は旧測地系による。 

 

2. 予測波の作成目的と位置づけ 

 東京湾岸部の火力発電所に関連する石油タンクの被害予測のための、東海

地震発生時の首都圏における長周期、長継続時間の地震波の評価。検討周期

を 4 秒以上としているため、高層建築物などの被害予測はターゲットとして

いない。震源断層モデルは中央防災会議(2001)による東海地震の断層モデルに
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準拠して設定し、関東平野等の地下構造モデルはこれまでの観測地震動を説

明し得るようにチューニングしたものを用いていることから、将来発生し得

る長周期地震動を忠実に予測しようと努めた結果であり、必ずしも上限の予

測を意図したものではないと言える。 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・手法の概要と特色 

 計算手法は有効周期を 4 秒以上としたハイブリッド法であり、4～9 秒は要

素地震を用いた半経験的波形合成法、9 秒以上は差分法を用いている。ただし

半経験的波形合成法の要素波も差分法により計算された波形を用いている。

評価地点の S 波速度は Vs0.6km/s であり、予測成分は 3 成分である。 

 

4. 震源モデルについて 

・どのような根拠で設定されているか？ 

 中央防災会議(2001)による東海地震の断層モデルに基づき、曲面から平面に

単純化したモデルを作成している。2 つのモデル（応力降下量一定、変位一定）

のうち、応力降下量一定モデルを用いている。応力降下量等はレシピに従い

構築されている。すべり速度時間関数については、キャリブレーションでは 2

等辺三角形であるが、東海地震では 9 秒以下は exponetial 型、9 秒以上は中村・

宮武(2000)を用いている。 

・アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

 準拠している中央防災会議(2001)では、全体の断層面を 3 つのセグメントに

分割し、それぞれの内陸側と海側にアスペリティを 1 つずつ配置している（ア

スペリティの数は合計６つ）。2 つの破壊開始点（断層面中央、西側端部）の
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うち関東平野側に影響の大きな西側端部が用いられている。 

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

・どのような根拠（既往の文献、調査文献等）で設定されているか？ 

 関東平野の地盤構造以外では、Ichinose et al.(2003)による水平成層構造モデ

ルを用いている。これは浜名湖周辺で発生した小地震の中伊豆における記録

を説明できるように最適化した地下構造モデルであり、VS3.0km/s を超える地

震基盤の上に厚さ 2km 前後の VS2.3km/s 層があるモデルである。ただし、

Ichinose et al.(2003)の地下構造が後続波を含めた地震動の評価に耐えられるも

のかどうかの見解は述べられていない。 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

・3 次元盆地構造がモデル化されているかあるいはその影響が加味されている

か？ 

 関東平野は Sato et al.(1999)による 3 次元地下構造モデルが用いられている。

差分法領域は、関東平野と断層面の両者が包含されるように設定されている。

（図より EW 約 310km、NS 約 280km）深さは 50km である。Sato et al.(1999)

による最小 VSは 0.6km/s であり、この地層上での地震動が出力されているも

のと考えられる。グリッド間隔は 0.4km であり、4 秒以上の波動伝播は表現

できる。 

 Sato et al.(1999)のモデルでの海側の堆積層と Ichinose et al.(2003)による水平

成層構造モデルの接続方法や、Sato et al.(1999)の地震基盤より深い地盤の水平

成層構造モデルとの関係は明記されていない。 

 本検討の大きな特徴の1つとして、計算波形の後続位相を再現するために、
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Q=5000（参照周期 5 秒）が地盤全域に適用されている。 

・浅い地盤構造 

 VS<0.6km/s の表層地盤は考慮されていない。 

 

7. 予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・検証の方法と検証結果 

 1997 年 3 月 16 日の愛知県東部の地震（M5.8、深さ 41km）を用いて、震源

近傍地点、関東平野端部（秦野）、東京湾沿岸（姉ヶ崎）の 3 地点で、観測記

録との比較が行われている。波形を詳細に見ると、3 方向で振幅、位相が良好

に整合しているとは言い難いが、地盤全域に Q=5000 を適用することにより、

姉ヶ崎における長い継続時間の再現に成功しており、地盤構造の妥当性を検

証している。一方、秦野では Q=5000 を採用しても観測波の後続部分の説明

は難しく、震源から秦野に至る伝播経路で３次元の堆積構造の影響（例えば

駿河湾の影響）が現れている可能性がある。Ichinose et al.(2003)による成層構

造の仮定の見直しが必要であるかもしれない。 

 一般に震源近傍の地下構造は情報が少ないために簡単なものを仮定する場

合が多いが、地震が発生する海溝そのものが特徴ある３次元構造をしており、

プレート境界地震の地震動に、その影響がどの程度あるのかという検討は、

今回の場合に限らず今後の課題であろう。 

 東海地震の予測波に関しては、ほぼ同じ地震規模で同じ距離の 2003 年十勝

沖地震(M8.0)時の K-NET 苫小牧での記録と比較し、速度応答レベルが同等と

なっていることを確認している。 

 

8. 予測波と設計用入力地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に
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関する検討 

・設計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 

 2003年十勝沖地震(M8.0)時のK-NET苫小牧での記録との比較がされている。

姉ヶ崎での卓越周期は 10 秒であり、速度応答レベルは苫小牧に匹敵する

120cm/s(h=5%)となっている。 

・他の検討例との比較 

 東海地震を含む南海トラフによる関東地域の長周期地震動に関する差分法

の計算結果が、古村(2003)、翠川・他(2004)によっても示されている。評価地

点によって結果が異なるため、直接の比較はできないが、古村(2004)では東南

海、東海地震時の地震動評価を行っており、6～8 秒で 80～90cm/s の応答レベ

ルとなっている。翠川・他(2004)は東海地震を対象に長周期地震動評価を行い、

10 秒で 230cm/s(h=2%)の応答レベルの地震動となっている。 

9. 自由コメント 

・ 本評価のキーポイントは、９秒以下の短周期領域の評価のための半経験的波

形合成に際して理論的に計算された地震動波形を要素波として用いているこ

とと、堆積層も含め大きな Q 値の仮定をしている点であると考えられる。従

来の理論的検討結果からみれば、前者は4～9秒の周期成分の振幅の嵩上げに、

後者は継続時間の延伸にそれぞれ寄与している。 

・ 1997 年 3 月 16 日の愛知県東部の地震（M5.8、深さ 41km）のシミュレーショ

ン解析では、関東平野端部（秦野）で、計算による継続時間が既に短か目と

なっており、先に述べたように、駿河湾などの３次元地下構造の影響が的確

に考慮できれば、Q=5000 というやや現実味に欠ける仮定をしなくとも良くな

る可能性がある。 

・ 今回の場合のようにアスペリティが大きい場合には、すべてを理論的に計算
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すれば、やや長周期成分を過小評価してしまう。９秒以下の短周期の地震動

の半経験的波形合成において用いた要素波は同じ差分法から評価したもので

あるため、理論的な計算に用いるグリーン関数自体に大きな違いが出るとは

考え難い。結局、4～9 秒の周期成分を効率的に嵩上げしているのは、ω2 乗

の震源スペクトルの相似側に基づく経験的グリーン関数法の考え方を理論グ

リーン関数に適用したことによる。経験的グリーン関数法では、要素地震と

して想定地震の地震規模に比してマグニチュードが 2 程度小さい地震を採用

することが重要であるが、本計算でもこの点に配慮している。 

・現状の強震動評価においては、地下構造の情報不足、さらには震源過程の不

均質さに関する情報不足などから、理論的にすっきりとした評価をすること

はなかなか難しい。本評価はそれらの点をよくわきまえ、観測記録の情報や、

経験的評価法の特性を利用して、結果の精度をできるだけ補償しようとして

いる点は、工学的な観点から評価できる。 

・2004 年 9 月 5 日東海道沖の地震(Mj=7.4)の際に K-NET 姉ヶ崎で記録された地

震動の速度応答（減衰 1%）は周期 11.5 秒付近で卓越している。本予測結果

でも姉ヶ崎(ANG)の速度応答（減衰 5%）は周期 10 秒付近で卓越しているが、

当該地域において周期10秒程度の揺れが卓越することは観測事実からも支持

される。 

・本予測波について計算した計測震度は 0.0 である。これは、計測震度の計算に

おいて考慮される地震動の周期帯域がおおむね周期0.1から2秒であるのに対

し、本予測波の有効周期が 4 秒以上であることによる。 
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11. 予測波作成者コメント 

本検討で用いた地震動評価法の特徴は、「９．自由コメント」に述べられて

いるとおりである。特に、M8クラスの巨大地震に対する地震動予測において、

従来の理論的方法を特性化震源モデルに適用した場合、周期約10秒以下（本計

算では周期4秒から9秒）のやや長周期成分を過小評価する問題に対して、半経

験的方法で用いる小地震の波形を理論的方法で計算するという工夫を施し、問

題の解決を図っているところに本地震動評価法の大きな特徴があると考えてい

る。 

 本方法で計算される地震動の精度は、地下構造モデルの精度に大きく依存す

ることから、想定地震の震源域で発生した小地震の観測地震波形を用いた地下

構造モデルのキャリブレーションが重要であるとの認識のもとに、小地震の計

算波形と観測波形との比較を行った。その結果を踏まえ、観測地震波の長い継

続時間を再現するために、ここではQ値として5000という大きな値を第一近似的

に採用することとした。この数値を採用した意図は、「減衰を全く考慮しない

地下構造モデルを設定したい」ということであり、特に5000という数値自体に

大きな意味を持たせているわけではない。 

 今後、「９．自由コメント」でも指摘されているように、震源域（駿河湾）

付近から関東平野盆地端部までの3次元地下構造を考慮したうえで、複数の観測

記録を用いて３次元地下構造モデルのキャリブレーションを行い、Q値を含む地

下構造モデルの更なる見直しを図っていきたいと考えている。 
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2005 年 6 月 30 日 

片岡正次郎・佐藤俊明 

 

概説文：想定南海地震の大阪における予測波 

 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

想定地震： 

想定南海地震  地震モーメント：8.34×1021N･m，マグニチュード：MJ8.4（Mw8.55） 

地震動予測地点： 

大阪平野全体について盆地構造を考慮した地震動が予測されているが、波形が提供され

ているのは以下の 9 地点である。 

 OSK003, OSK005, OSK006, OSK008：K-NET 観測点  

 OSKH02：KiK-net 観測点 

 WOS（西大阪の木津：京大防災研観測点）N34.648, E135.482（旧測地系） 

 FKS（大阪市福島区：関震協観測点）N34.687, E135.474（同上） 

 YAE（東大阪市弥栄：関震協観測点）N34.680, E135.612（同上） 

 ROKKO-G（六甲アイランド） 

WOS は大阪市西部の大阪湾岸の軟弱地盤上の観測点である。 

 

2. 予測波の作成目的と位置づけ 

本予測波は、将来発生が予測される南海地震に対する地震災害軽減の検討、特に大阪に建

つ超高層ビル、免震ビル、石油タンクなど長周期構造物の安全性の検討に用いられることを

念頭に作成された長周期波である。文献 1)で記述されているように、近年の文献を参考にし

て文献2)の地下構造モデルと震源モデルを高精度化したモデルによる計算が実施されている。 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・ 手法の概要と特色 

３次元有限差分法を利用している。解析領域の周囲には吸収領域を設けるとともに吸収境

界条件を適用し、領域内から領域外に進行する波が再び領域内に戻らないようにしている。 

・ 有効周期帯域 

グリッド間隔と速度構造からは周期 2.5 秒以上が有効とされている。提供波形には 0.05～

0.4Hz（2.5～20 秒）のバンドパスフィルターが施されている。 

・ 予測地点の最表層の S 波速度 

対象が長周期成分のため、個々の予測地点における表層地盤の影響は考慮されていない。
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地下構造モデルの最表層の S 波速度は 0.4km/s である（6.参照）。 

・ 予測成分（水平、上下） 

3 成分（NS，EW，UD） 

 

4. 震源モデルについて 

・ どのような根拠で設定されているか？ 

政府の地震調査研究推進本部（以下、推本と略する）が発表しているアスペリティを有す

る特性化震源モデルをやや単純化したモデルを用いている。推本の特性化震源モデルは、過

去の地震から得られた情報（アスペリティの場所や震度分布など）に基づき、強震動予測の

ためのレシピに従って構築されたものである。断層面はフィリピン海プレートの形状に合わ

せて設定されている。 

・ 過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係 

準拠している推本の断層モデルの地震モーメントに対する短周期レベルは，過去の南海ト

ラフ沿いの巨大地震の震度分布を再現できるように設定されたものである。 

・ アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

準拠している推本の断層モデルでは，アスペリティの位置は過去の地震の既往の震源イン

バージョン結果などに基づき，すべり量の大きいところに設定されており，破壊開始点も過

去の地震を参照して設定されている。 

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

・ どのような根拠（既往の文献，調査情報等）で設定されているか？ 

 S 波のＱ値 QS は S 波速度 VS [m/s] に比例すると仮定し、QS ( f ) = 0.5VS･ f で与えられて

いる。既往の 3 次元シミュレーションによる合成結果の後続波が過小評価になっているこ

とから、差分法によるシミュレーションを行い、後続波を再現する最適な値を設定したも

のである 3)。 

・ 過去の中小地震の波形から推定されている、あるいは検証されているか？ 

 差分法によって計算された 2000 年 10 月 31 日の三重県中部の地震（M5.7）による大阪平

野の速度波形と観測波形との比較により、周期 2.5～20 秒の周期帯での妥当性が検証され

ている 3)。 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

・ 3 次元盆地構造がモデル化されているあるいはその影響が加味されているか？ 

近年発表された文献に基づき、大阪平野内の堆積盆地構造（3 層）、基盤の速度構造（6

層）、フィリピン海プレート上面の形状がモデル化されている。 
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・ 対象地点の深い構造 

 文献 2)の図 3 によれば、予測地点の地震基盤深さは OSK005 で 500m 程度であるが、その

他は 1000～2000m の範囲にある。大阪平野内は S 波速度が上から 0.4, 0.55, 1.0km/s の 3 層

構造である。 

・ 浅い地盤構造（工学的基盤より浅部）増幅の影響は考慮されているか？地盤非線形性は？ 

 予測されているのは S 波速度 0.4km/s 層上面における地震動であり、浅い地盤構造は全く

考慮されていない。ただし、対象としている長周期地震動に対しては、浅い地盤構造はあ

まり影響しないものと予想される。 

 

7. 予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・ 検証の方法と検証結果 

長周期地震動が対象ということもあり、過去の南海地震の地震動強さや経験的な距離減衰

式と提供波形の地震動強さとの比較は行われていない。 

 提供波形の計算に用いた震源モデルが準拠している推本の震源モデルについては、過去の

地震（安政東海地震、昭和東南海地震）の広域震度分布ならびに距離減衰式との比較という

形で検証されているが、長周期帯域でのこの震源モデルの妥当性は未確認である。 

 

8. 予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

・ 設計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 

特に行われていない。 

・ 予測波を用いた応答計算事例の有無 

特に行われていない。 

 

9．自由コメント 

 提供波形のうち減衰定数 5%の疑似速度応答が最も大きいのは、ROKKO-G における NS

成分の波形であり、応答スペクトルには固有周期 4 秒と 7 秒付近に 300cm/s 程度のピークが

見られる。このほか、OSK006 の波形にも固有周期 5 秒付近に 200cm/s を超えるピークがあ

る。2003 年十勝沖地震でも固有周期 3～5 秒で 300cm/s に近い速度応答を示す強震記録が得

られていることから、提供波形の長周期地震動の強度は現実的なものであるが、建築基準法

の告示スペクトルの安全限界（80cm/s）を大幅に超えていることに留意する必要がある。 

 現時点では震源モデルの大幅な精度向上は困難と考えられるが、震源スペクトルがω-2 モ

デルを満足するかどうか文献からは不明である。 

地下構造モデルについては、近年の研究成果に基づいて設定されているものではあるが、

中規模地震の地震動シミュレーションにより検証、あるいはチューニングされるのが望まし
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い。 

 ただし、提供波形は、最新の知見に基づいて震源モデルと地下構造モデルを設定し、事例

の豊富な３次元有限差分法により計算されたものであることから、対象とする周期帯域（2.5

～20 秒）では一定レベルの妥当性が確保されていると考えられる。 

    

10．著者コメント 

これまで大阪平野を対象とした東南海、南海地震時の長周期地震動を３次元有限差分法に

よって予測してきた。その後、長周期地震動評価のための最適な減衰の設定手法に関する検

討や、2004 年９月５日に発生した紀伊半島南東沖の地震などのシミュレーションから、大

阪平野内での高精度な長周期地震動予測のためには大阪平野内のみの３次元地下構造のモ

デル化のみならず、震源から大阪平野に至る地震波の伝播経路における減衰も含めた地下構

造のモデル化が重要であることがわかった。今回提出した南海地震に対する大阪平野内での

予測長周期地震動は、文献 2)で紹介した結果とはいくつかの変更点による違いがある。大

阪平野の３次元地下構造モデルの若干の変更、震源のすべり速度時間関数の変更、大阪平野

以外の地下構造モデルの追加などである。計算結果は場所によって非常に大きな振幅を示す

（例えば六甲アイランド）が、紀伊半島南東沖の地震でも強い長周期地震動が観測されてお

り、地下構造の影響が推察される。また、今回の予測地震動の妥当性については十分検証で

きていないのが現状ではあるが、以前提出した経験的グリーン関数法による南海地震時の予

測地点（ＷＯＳ）での当該周期範囲における振幅、卓越周期及び継続時間がほぼ一致するこ

とは確認している。なお、紀伊半島南東沖の地震のシミュレーションではフィリピン海プレ

ート上部や陸域における低速度層も考慮したが、ここで行った南海地震の予測は大阪平野以

外の領域では低速度層を含まないモデルとなっており、その影響も含めより詳細な検討を行

う予定である。 

  

11．参考文献 

1) 釜江克宏，川辺秀憲：想定南海地震の強震動予測, 地震動部会提出資料（2005 年 6 月 16 日）, 

2005. 

2) Kamae, K, H. Kawabe, and K. Irikura: Strong ground motion prediction for huge subduction 

earthquake using a characterized source model and several simulation techniques, 13th World 

Conference on Earthquake Engineering, Paper No. 655, 2004. 

3) 川辺秀憲，釜江克宏：長周期地震動評価のための QS値の周期依存性に関する検討，日本地

震学会 2004 年度秋季大会, 2004. 

 

以上 
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2005/6/28 

関口春子・青井真 

 

概説文： 想定南海，想定東南海，および，想定南海･東南海連動地震の大阪府域における予測波 

 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

・ 想定地震 

中央防災会議（2002）によるモデルをベースとした，東南海地震（Mw8.18），南海(Mw8.55)，および，

東南海・南海連動地震． 

・ 強震動予測地点 

観測点名 緯度 経度

ABN 34.636 135.519 阿倍野 関西地震観測研究協議会

CHY 34.439 135.626 千早 関西地震観測研究協議会

FKS 34.687 135.476 福島 関西地震観測研究協議会

MRG 34.681 135.572 森河内 関西地震観測研究協議会

OCU 34.589 135.508 大阪市大 関西地震観測研究協議会

SKI 34.564 135.469 堺 関西地震観測研究協議会

SRK 34.813 135.601 茨木白川 関西地震観測研究協議会

TDO 34.480 135.408 忠岡 関西地震観測研究協議会

TYN 34.802 135.502 豊中 関西地震観測研究協議会

YAE 34.679 135.612 弥栄 関西地震観測研究協議会

OSK001 34.9675 135.3928 能勢 防災科学技術研究所　K-NET

OSK002 34.8541 135.5986 高槻 防災科学技術研究所　K-NET

OSK003 34.7636 135.4711 豊中 防災科学技術研究所　K-NET

OSK004 34.7372 135.6422 四條畷 防災科学技術研究所　K-NET

OSK005 34.7222 135.5127 大阪 防災科学技術研究所　K-NET

OSK007 34.5544 135.6086 羽曳野 防災科学技術研究所　K-NET

OSK008 34.4405 135.3902 岸和田 防災科学技術研究所　K-NET

OSK009 34.4333 135.5844 河内長野 防災科学技術研究所　K-NET

OSK010 34.3722 135.2577 泉南 防災科学技術研究所　K-NET

OSKH01 34.3944 135.2864 田尻 防災科学技術研究所　KiK-net

OSKH02 34.6595 135.3924 此花 防災科学技術研究所　KiK-net

OSKH03 34.5215 135.6636 太子 防災科学技術研究所　KiK-net

OSKH04 34.7597 135.7081 交野 防災科学技術研究所　KiK-net  
＊ 緯度，経度は日本座標系． 

 

2. 予測波の作成目的と位置づけ 

今後の防災対策に資することを目的に，南海・東南海地震を対象とした地震動シミュレーションを行

い，大阪府域における地震動を試算している．震源モデルはできる限り忠実に中央防災会議の震源

モデルを用いているが，中央防災会議の地震動計算が全周波数帯域に対して統計的グリーン関数法

を用いたのに対し，この研究では長周期領域は 3 次元地下構造モデルと差分法を用いたより物理的
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な理論に基づくモデリングを目指している． 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・ 手法の概要と特色 

1~2 秒以下の短周期領域を統計的グリーン関数法で，それ以上の長周期領域を 3 次元差分法で計

算し，これらをハイブリッドしている．短周期領域の計算では，経験的サイト増幅特性を考慮している． 

・ 有効周期帯域 

0.067～10sec（0.1Hz～15Hz） 

・ 予測地点の最表層の S 波速度 

長周期領域の差分計算では，Vs=0.35km/s が最表層の S 波速度． 

短周期側の計算では，地震基盤以浅の速度構造モデルは明示的には使われていないが，地震基

盤から地表までの部分の経験的なサイト増幅特性を考慮することにより実際の地盤の最表層の S 波速

度まで含まれていることになる． 

・ 予測成分（水平、上下） 

水平の 2 成分 

 

4. 震源モデルについて 

・ どのような根拠で設定されているか？それはω-2 モデルになるように考慮されているか？ 

中央防災会議のモデルに準拠．断層面は，南海地震，東南海地震，それぞれ 2 つの平面で近似さ

れているため，位置は若干ずれている．統計的グリーン関数で計算される高周波数領域については，

その計算法の性格上，震源モデルがω-2 モデルになるよう考慮されている． 

・ 過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係（全体像：地震モーメントと破壊面積，地震モーメン

トと短周期レベルとの関係など，不均質性：地震モーメントとアスペリティ総面積との関係）とどのよ

うな関係となっているか？ 

中央防災会議によるモデル化の時点で，過去の地震の震源モデルに基づく平均的な関係を満た

すように，アスペリティサイズなどが設定されている． 

・ アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

中央防災会議のモデルを踏襲． 

・ ハイブリッド法の場合、接続周期付近での落ち込みに配慮されているか？ 

差分の計算の適用周波数範囲内で両地震動のスペクトルがスムーズに繋がるように，短周期側と長

周期側の接続周期をスペクトルレベルがほぼ同じ周期に選んでいる．ただし，このこと自体は，選んだ

接続周期での位相をチェックしていなければ，落ち込みに配慮しているとは言えない．（注：論文には

書かれていないが，著者コメントにあるような方法で落ち込みへの配慮がされているとのこと） 

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

・ どのような根拠（既往の文献，調査情報等）で設定されているか？ 
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層構造の形状：Zhao et al.(1994)， 

P 波速度：京都大学鳥取地震観測所が震源決定に使っているモデル 

S 波速度：Furumura et al.(2003)  

フィリピン海プレート形状：荻原（1991） 

フィリピン海プレートの速度構造：渋谷ほか（2000），小平ほか（2000）  

Q 値（短周期の計算）：中央防災会議（2001） 

・ 過去の中小地震の波形から推定されている、あるいは検証されているか？ 

検証されていない． 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて（推本と同じではまずいですかね？） 

・ 3 次元盆地構造がモデル化されているあるいはその影響が加味されているか？ 

大阪堆積盆地の 3 次元地下構造モデルが用いられている． 

・ どのような根拠（地下構造探査や既往の文献等）で設定されているか？ 

趙･他（2002） 

・ 過去の中小地震の波形に基づきモデル化がなされている、あるいは検証されているか？ 

2000 年鳥取県西部地震のモデル化により，大阪堆積盆地の構造モデルが検証されている． 

・ 浅い地盤構造（工学的基盤より浅部）増幅の影響は考慮されているか？地盤非線形性が考慮され

ているか？ 

長周期領域の計算には，浅い地盤構造は考慮されていない（が，影響は少ないと考えられる）．短

周期領域の計算では，地震基盤から地表までの部分の経験的なサイト増幅特性の付加により考慮さ

れている．地盤非線形性は考慮されていない． 

 

7. 予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・ 検証の方法と検証結果 

検証方法-1：計測震度を，中央防災会議の計算による計測震度と比較している．中央防災会議の

計測震度は，歴史記録から推定された過去の南海，東南海地震の震度と同等になるようにチューニン

グされているため，間接的に，これらの値との比較ともなっている． 

検証結果-1：計測震度は，風化岩上の観測点では 4.4 程度（震度 4），洪積層上の観測点では断層

にやや近い位置にある府南部で 5.0 程度（震度 5 強），府中部や北部では 4.5～4.8（震度 5 弱），沖積

層上の観測点では 4.7～5.6（震度 5 弱～6 弱）となっている．大局的に見れば，中央防災会議の出し

た値と顕著な差はない． 

検証方法‐2：東南海地震のシミュレーション波と，2004 年 9 月 5 日の紀伊半島南東沖の系列の 2

地震（MJMA6.9 および 7.4）の波形，および，擬似応答スペクトルを比較 

検証結果‐2：マグニチュードが全く異なるので，振幅は違うが，継続時間が長いことや長周期領域

が卓越することといった特徴が共通している． 

・ 予測波のばらつきの検討の有無 
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記述無し． 

 

8. 予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

・ 設計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 

 記述無し． 

・ 予測波を用いた応答計算事例の有無 

記述無し． 

 

９．自由コメント 

論文中では，“サイト特性による”短周期エンベロープを推定し，これを用いた予測波も計算さ

れているが，今回提出された予測波は，これを用いないバージョンであることに注意が必要であ

る． 

理論的手法により計算された長周期領域に関して， 10ｋｍ四方の小断層中央に点震源を１つ

設定し，震源時間関数に中村･宮武（2000）のすべり速度時間関数を用いている．中央防災会議

のモデルのすべり分布が滑らかなものであるとすれば，差分計算の有効周波数範囲を考えても，

このすべり時間関数をそのまま震源時間関数として使うには小断層サイズが大きく，長周期領域

のうち、比較的周期の短い成分に影響があると思われる． 

 

１０．著者コメント 

長周期差分による震源時間関数には，中村・宮武(2000)のすべり時間関数の立ち上がりを周

期１秒程度に変更し，最終すべり量を調整したものを用いている。このことによって，周期１秒程度

のランプ関数を持った小地震をすべり方向に合成した結果としてコストロフ型の震源時間関数とな

ったことを模擬している。このようにして，ハイブリッド合成の周期帯域での長周期地震動の落ち込

みが生じ難くなるように工夫している。また，これによって 10km 四方の小断層にも対応させている。

更に，ハイブリッド合成では短周期側と長周期側のＳ波立ち上がりのフェーズを目視で合わせ，落

ち込みが生じないようにしている。 

計算結果の長周期側の精度については， 

１）鳥取県西部地震の長周期地震動が再現されたモデルを用いていること。 

２）紀伊半島東方沖地震の観測記録と卓越周期が大きく外れていないこと。 

３）紀伊半島東方沖地震の規模と比較して，計算とシミュレーションのスペクトル比が大きく外

れていないこと。 

は最低限の抑えとして確認している。 
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2005 年 11 月 21 日 
久野通也・増田徹 

 
概説文：経験的サイト増幅・位相特性を用いた東海地方における強震動評価事例 
 
１．想定地震と強震動予測地点・領域 
 想定地震：想定東海地震 
 強震動予測地点：断層近傍の K-NET 観測点 11 点とその他 1 点の計 12 点 
 
２．予測波の作成目的と位置づけ 
 統計的グリーン関数法において、経験的サイト増幅・位相特性を考慮した断層近傍での

予測手法の提案を目的としている。 
 
３．強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 
・ 手法の概要と特色 
 提供波形の作成は、以下の手順による。 
（１） 経験的サイト増幅・位相特性の抽出 
（２） 経験的サイト増幅・位相特性を用いた統計的グリーン関数法による予測 
（３） 等価線形手法による表層での非線形効果の計算 
 この論文の手法の特徴は、統計的グリーン関数法を用いる際に、グリーン関数として、

従来のように震源スペクトルとモデル包絡線によって加速度波形を作るのではなく、サイ

トにおける増幅・位相特性を考慮している点である。 
・ 有効周期範囲 

論文の記述では 0.1-5s で有効となっているが，ここでは 0.1-3s の帯域での波形を提供 
・ 予測地点の最表層の S 波速度 

150m/s～690m/s 
・ 予測成分（水平・上下） 

水平２成分（EW、NS） 
 
４．震源モデルについて 
・ どのような根拠で設定されているか？ 
 中央防災会議「東海地震に関する専門調査会」において検討された想定東海地震に対す

る震源モデルのうち、各アスペリティで応力降下量一定のモデルを採用している。 
・ 過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係 
中央防災会議「東海地震に関する専門調査会」において検討されたモデルと同じ。 

・ アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 
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アスペリティ位置は中央防災会議「東海地震に関する専門調査会」のモデルと同じ。破

壊開始点は、中央防災会議のモデル①と②の両方について検討している。 
・ 経験的グリーン関数法の場合の詳細 
 
５．伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 
・ どのような根拠（既往の文献、調査情報）で設定されているか？ 
 統計的グリーン関数法ではあるが、経験的サイト増幅・位相特性を適用している。伝播

経路のQ値は、佐藤・巽（2002）によるQ=114×f0.92を採用している。 
・ 過去の中小地震の波形から推定されている、あるいは検証されているか？ 
サイト増幅・位相特性は 2001 年に静岡県中部で発生した深さ 33km、M4.1 の地震、あ

るいは深さ 32km、M5.0 の地震の解析から得ている。得られたサイト特性は 2001 年に静

岡県中部で発生した深さ 33km、M5.3 の地震で合成波と観測波と比較されている。 
・ 経験的グリーン関数法の場合の詳細 
 
６．深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 
・ ３次元盆地構造がモデル化されているあるいはその影響が加味されているか？ 
表面波部分を含む経験的サイト特性を用いている。 

・ 深い地盤構造と卓越周期 
・ どのような根拠（既往の文献、調査情報）で設定されているか？ 
・ 過去の中小地震の波形に基づきモデル化がなされている、あるいは検証されているか？ 
・ 浅い地盤構造（工学的基盤より浅部）増幅の影響は考慮されているか？地盤非線形性

は？ 
浅い地盤構造の増幅効果は経験的サイト特性に含まれている。また、既往の構造モデル

を用いて、地表から工学的基盤へ戻し、等価線形計算により非線形効果を考慮している。 
 
７．予測波の妥当性と検証がなされているか？ 
・ 検証の方法と検証結果 
グリーン関数の妥当性については、合成波と観測波との比較がなされており、おおむね

妥当な結果を得ている。 
東海地震に対する予測波の妥当性については、予測震度と 1707 年宝永地震および 1854

年安政東海地震の震度との比較により、おおむね妥当であるとしている。 
 
８．予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 
・ 設計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 
なし。 

・ 予測波を用いた応答計算事例の有無 
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なし。 
 

９．自由コメント 
特定地点の地震動を予測する際には、予測したい地点での地震観測記録を要素地震とし

た経験的グリーン関数法が最も信頼性が高いと考えられるが、本論文による手法は、地震

観測記録が得られてはいるが、経験的グリーン関数法で要素地震として適切な中小地震の

記録がない場合には、有効な選択肢となり得る。 
本論文では、地震観測記録から予測波に影響を与える因子である震源モデル・伝播経路

特性・サイト特性を分けて考察し、その結果得られた経験的サイト特性を用いて統計的グ

リーン関数法による強震動評価を行ったものであり、地震観測記録が有している情報を統

計的手法に反映させた点で評価される。 
他機関の評価結果と比較検討した上で、サイト増幅特性が大きいと判断され強い地震動

が予想される地点では、本手法により評価された地震動の活用が望まれる。 
ただし、以下の点については注意を要する。 
 
① 地震基盤に対するサイト増幅特性の評価は基準点の取り方により大きく結果が変

わり、妥当性の検証が難しいのが現状である。震源スペクトルとサイト増幅特性

は常にその積の形で観測方程式に現れ、他の先見的条件を加えることによって分

離解析ができる量であることから、サイト振幅特性の絶対値については注意が必

要となる。 
② 媒質の Q 値は既往の知見（佐藤・巽）のものを用いているが、サイト増幅特性の

評価に用いたスペクトルインバージョンによる結果との整合を確認する必要があ

る。 
③ 予測波の計算の具体的な手順において、発震機構解に従う放射振幅係数を地震波

の射出方位によらず一定としているが、断層に比較的近い観測点では、やや長周

期成分に対する放射振幅の方位依存性の効果に関して注意が必要である。 
④ 断層近傍の強震動の妥当性を述べているが、中央防災会議が検討した際に用いた

断層モデルは、要素断層（断層を分割したときの小断層）の拡がりが 5km×5km
であり、波形予測地点のうち距離の小さいところ（おおよそ 10km）では、その比

から考えて充分遠方とはいえないことから注意が必要であろう。 
⑤ 他機関の評価結果（例えば、中央防災会議）と振幅レベルが著しく異なる地点に

ついては、発震機構解の効果、SV 波や SH 波の区別、地震基盤内部の深部地下構

造を考慮した地震波の屈折と基盤への入射角等の計算条件を含めた原因の究明が

必要である。 
 
１０． 参考文献 
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１）野津厚、経験的サイト増幅・位相特性を用いた東海地方における強震動評価事例、海

溝型巨大地震を考える－広帯域強震動の予測－シンポジウム論文集、土木学会・日本

建築学会、99-106、2005。 
２）古和田明、田居優、岩崎好規、入倉孝次郎：経験的サイト増幅・位相特性を用いた水

平動および上下動の強震動評価、日本建築学会構造系論文集、514、97-104、1998。 
３）中央防災会議、「東海地震に関する専門調査会」報告、2001 年。 
４）中央防災会議、「東南海、南海地震等に関する専門調査会」報告、2003 年。 
 
１１． 予測波作成者コメント 
 
「９．自由コメント」では本論文について適正な評価をしていただいていると思います

ので、ユーザの皆様はその内容に注意を払っていただいた上で、波形をお使いいただけれ

ばと思います。蛇足ながら、いくつか付け加えたいことがありますのでそれについて以下

に記します。 
 まず自由コメント①に述べられている件ですが、これはスペクトルインバージョンにつ

いてまわる問題点です。これがどのようなことかを波形のユーザに御理解いただくために、

一応御説明します。いま M 個の地震（i=1,2,...M）の記録が N 個の観測点（i=1,2,...N）で

得られているものとします。そのとき、観測記録のフーリエ振幅スペクトルは震源特性・

伝播経路特性・サイト増幅特性の積として式（1）で表現することができます（例えば岩田・

入倉、1986）。 
Oij( f )=S i( f ) Pij( f ) G j( f )                        （1） 

ここにSi( f )は第 i 地震の震源特性（震源スペクトル）、Pij( f )は第 i 地震の震源から第 j 地点

の地震基盤までの伝播経路特性、G j( f )は第 j 地点のサイト増幅特性です。式（1）の両辺の

常用対数をとると次式が得られます。 
log Oij=log Si+log Pij+log G j                        （2） 

スペクトルインバージョンではこの式を最小自乗法的に解いて震源特性やサイト増幅特性

を求めます。ところが、式（2）を解こうとするとき、震源特性とサイト増幅特性の間には

トレードオフがあります。例えばあるS iとG jの組み合わせが解であるとすると、S i / 2と2 G j

の組み合わせも解となってしまいます。このことを避けるための方法として、あらかじめ

選定した岩盤観測点（基準観測点という）においてサイト特性は 1 であるとする方法があ

ります。しかし、この場合でも、基準観測点として選定した地点が本当に地震基盤に相当

するのか、言い換えれば、算定されたサイト増幅特性が地震基盤に対応するものか、とい

う点について、つねに議論になります。このことが①で指摘されている問題であり、①で

「他の先見的条件を加えることによって分離解析ができる量である」と述べられているの

はこのことです。 
 本論文で用いられているサイト増幅特性は野津・長尾（2005）により算定されたもので
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すが，この文献では、サイト増幅特性の客観性向上に寄与する目的で、現段階でとりうる

いくつかの方策を講じています．これについてこの機会に紹介したいと思います。 
 野津・長尾（2005）では、全国を東北・北海道、関東、中部、近畿、中国・四国、九州

の 6 つの地域に分け、それぞれの地域で、港湾・空港、K-NET、KiK-net、関西地震観測

研究協議会の観測点を対象にスペクトルインバージョンを行っています。このうち、今回

の強震動評価には中部の結果を用いました。地震の規模は M4.5 以上 M6.0 未満とし、Lg
波等、震源に由来する表面波の影響を可能な限り避けるため、震央距離 150km 以上の記録

は用いませんでした。また、表層地盤の非線形挙動の影響を避けるため最大加速度 100Gal
以上の記録は用いませんでした。 
中部地方を対象とした解析では、中部地方の 316 地点に近畿地方の 44 地点と関東地方の

108 地点を加えた計 468 地点を対象としています。合わせて 240 の地震による 5401 の記録

（10802 の水平成分）を解析に使用しました。解析に用いた地震の震央と観測点の位置を

図-1 に示します。 
 

 
図-1 中部地方の解析に用いた地震の震央と観測点の位置 

 
基準観測点の選定は次のように行っています。まず、予備的解析の結果に基づき、周波

数ごとにサイト増幅特性の最も小さい地点を基準観測点として選定します。ただし、軟弱

地盤において高周波数領域の振幅が小さくなることを考慮し、基準観測点として採用する

地点を表層付近の S 波速度が十分に大きい地点に限定します。具体的には地表から 10ｍま

での平均Ｓ波速度が 400ｍ/s 以上の地点から基準観測点を選択することとしました。また、

個々の記録の特性が結果に大きく影響することを避けるため、複数（5 地震程度）の観測記

録が得られている地点に限定しました。 
このような考え方で選定された基準観測点が妥当なものであるかについて検討するため

の一つの方法として、実際にインバージョンを行った結果得られる震源特性 （震源スペク
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トル）の低周波部分から算定される地震モーメントとCMT解（ここでは防災科学技術研究

所のF-netによるもの）の地震モーメントとの比較を行いました。図-2 に震源スペクトルの

算定結果を示します。これを見ると、低周波側には周波数の自乗に比例する部分が見受け

られ（規模の大きい地震では 0.2Hz付近、規模の小さい地震では 1Hz付近）、概ねω-2モデ

ルに従うものとなっていることがわかります．図-2 に示す震源スペクトルから，変位スペ

クトルの低周波側のフラットレベルU0を読みとり、次式により地震モーメントを算定しま

した。 

M0 = 4πρVS
3

Rθφ ⋅ PRTITN
U0

                            （3） 

ここにRθφはラディエーション係数であり、ここでは全方位の平均値 0.63 としました。

PRTITNは 地震波のエネルギーの水平 2 成分への分配を示す係数ですが、ここではもとも

と水平 2 成分のベクトル和を対象として解析を実施しているためPRTITN =1 としました。

図-3 に地震モーメントの比較結果を示します。震源スペクトルの低周波部分から算定され

た地震モーメントとF-netによる地震モーメントはある程度整合しており、したがって、少

なくとも、地震モーメントの算定に関わるような低周波数成分（対象とした地震のコーナ

ー周波数から判断すると概ね 1Hzよりも低周波側）に関しては、地震基盤からの増幅率に

近いものが算定されていると考えています。 
 

 
図-2 震源スペクトルの算定結果 
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図-3 スペクトルインバージョンで得られた地震モーメントと F-net の地震モーメント 
 
 次に、中部地方で算定されたサイト増幅特性のうち、想定東海地震の震源近傍である

K-NET の 12 地点のサイト増幅特性を利用し、2001 年 4 月 3 日静岡県中部地震（M5.3）
の強震動シミュレーションを実施し、その結果を観測スペクトルと比較することにより、

サイト増幅特性の妥当性を検討しました（このことについては論文中にも述べています）。

この検討が有意義であると考える理由は、強震動シミュレーションに利用できるアスペリ

ティモデル（森川他，2002）が、サイト増幅特性とは独立の情報から求められているため

です。図-4 に結果を示します。合成波スペクトルと観測波スペクトルの一致は完全とは言

えませんが、1Hz より低周波側では良く一致しており、また、高周波側でも観測スペクト

ルのレベルはある程度再現されていると考えています。一部、地点によって、合成波のス

ペクトルが小さめ出ている地点はあるものの、少なくとも、基準観測点の不備などにより、

サイト増幅特性の算定結果が大幅に過大にはなっていないことが、御理解いただけるので

はないでしょうか。 
 なお、野津・長尾（2005）では、付録 CD の中に、算定した全国の港湾地域強震観測、

K-NET および KiK-net のサイト増幅特性のデジタル値を収録しています。これを御覧いた

だき結果について御意見等いただければ幸いです。 
 次に自由コメント②で述べられている伝播経路の Q 値につきましては、実は野津・長尾

（2005）では東海地方における伝播経路の Q 値を佐藤・巽（2002）のものに固定して計算

を行っています。従って指摘されているような矛盾はないことになります。論文作成時の

説明不足をお詫びします。 
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図-4 サイト増幅特性を利用した 2001 年 4 月 3 日静岡県中部の地震（M5.3）の強震動シ

ミュレーション 
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 次に自由コメント③で述べられているラディエーション係数Rθφの件です。理論的なラデ

ィエーション係数は震源のメカニズム及び震源とサイトの位置関係に応じて 0-1 の値をと

り（例えば佐藤，1994）、全方位の平均値は 0.63 です。本研究では周期帯に係わらずラデ

ィエーション係数は平均値 0.63 を用いています。このことにつきましては様々な議論があ

ることと思いますが、予測波作成者としては、平均的なラディエーション係数 0.63 を用い

ることは、以下に述べる理由により、工学的には十分に妥当な選択肢と考えています。 
 まず第一に、理論的なラディエーション係数が例えば周期 1-3 秒の帯域で実際の観測記録

にそのまま現れるかどうかについては、それ自体が研究の途上であると著者としては認識

しています。周期 1-3 秒の帯域でのラディエーションが完全に理論に従うという報告はこれ

まで見たことが無く、周期が長いほどラディエーションが理論に「近づく」という報告が

多いように思います（例えば佐藤，1994）。また、仮にある特定の要素断層から射出される

地震波が周期 1-3 秒の帯域で完全に理論に従うとしても、大地震の断層面上では滑り角に多

かれ少なかれ揺らぎがあり、このことはラディエーションの平均化に寄与します。 
また、平均的なラディエーション係数を用いることはロバストな予測につながり、この

ことも工学的には好ましいことと考えられます。先に述べたように理論的なラディエーシ

ョン係数は 0-1 の値をとりますので、仮に 0.63 を用いた場合、どんなに過小評価したとし

てもその違いは 1/0.63=1.6 倍を越えることはなく、かつ、上記のように実際には滑り角の

揺らぎ等によりラディエーションが理論より鈍ると考えれば、過小評価の恐れはこれより

小さいことになります。理論的なラディエーション係数を用いた場合には、その値は震源

のメカニズム及び震源とサイトの位置関係に応じて 0 に近い値をとることもあり、万が一

の場合の過小評価は非常に大きなものとなります。つまり強震動予測のロバスト性という

観点から、予測波作成者としては、平均値 0.63 を用いることが望ましいと考えます。 
次に自由コメント④で述べられている要素断層の大きさの件について補足計算結果を示

します。東海地震の震源近傍における強震動の評価において、要素断層の大きさに対し、

震源距離が十分に大きくないことが、評価結果にどのような影響を及ぼしているか検討す

るため、一つの考え方として、中央防災会議の強震動評価で採用されている考え方、すな

わち、幾何減衰の評価式を 1/R でなく 1/(R+C)とする考え方に基づき、強震動の評価を実施

し直してみました（ここに C は要素断層の半径）。 
中央防災会議の震源モデルでは、要素断層の大きさは概ね 5km 四方となっています。従

って C の値は概ね 2.8km 程度の値をとります。一方、シンポジウムの論文にありますよう

に PGV の大きい 3 地点（K-NET 清水，清水日の出，K-NET 榛原）のアスペリティからの

最短距離は 12.4km，14.3km，19.9km となっています。従って 1/R と 1/(R+C)の違いは大

きくても 2 割程度となります。今回対象とした 12 の観測点において、幾何減衰を 1/R とし

た場合と 1/(R+C)とした場合の地表における PGV を比較してみたところ、図-5 に示すよう

になりました。幾何減衰を 1/(R+C)とする場合には、どの観測点でも PGV は概ね 1 割程度

小さくなりましたが、依然として PGV の大きい観測点も見受けられます。 
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図-5 幾何減衰を 1/R とした場合と 1/(R+C)とした場合の地表における PGV を比較 
 
次に、自由コメント⑤で述べられている他機関の評価結果との相違についてコメントい

たします。予測波作成者として他機関の評価結果との相違は主にサイト特性の評価手法の

相違にあると考えています。サイト特性の評価手法は（経験的グリーン関数法のようにサ

イト特性の評価を陽に実施しなくて良い手法を除けば）本研究のように強震観測に基づく

方法と、地下構造探査の結果に基づく数値計算による方法に分けることができます。しか

しながら後者の方法は十分な地下構造情報を必要としており、情報の多寡に応じて、適用

できる地域や地震動の周波数に制約があるのが実状です。 
サイト特性の評価が妥当に行われているかどうかのチェックは、対象地域で過去に実際

に発生し、かつ震源が良く調べられている地震の強震動シミュレーションを実施すること

により、行うことができます。例えば本研究において 2001 年 4 月 3 日静岡県中部の地震を

対象に行っている強震動シミュレーションがこれに該当します。中央防災会議の検討に用

いられたサイト特性の評価手法についても、既往の強震記録を説明できるか、との観点か

らのチェックが必要と考えています。 
 最後になりましたが、東海地震の震源近傍と一口に言っても、地点間の揺れの相違は相

当大きいことを改めて強調したいと思います。図-6 は、SZO013（K-NET 清水）と SZO014
（K-NET 静岡）について、スペクトルインバージョンで得られたサイト増幅特性の比をと

り（実線）、これを 2004/9/5 紀伊半島沖地震のスペクトル比（破線）と比較したものですが、

SZO013（K-NET 清水）の方が揺れやすい傾向は、遠方で発生した大地震の記録にもあら

われています。予測結果の絶対値は震源モデル次第で変わりうるものですが、こうした相

対関係に関する情報はロバストなものと考えられるため、災害対策を立てる上で参考にな

ると考えます。ただし、本研究で採用した手法は、強震観測地点での離散的な予測結果し

か与えないという欠点があります。図-6 の結果から、当然、K-NET 清水と K-NET 静岡の

間ではどのように揺れの強さが変化するのか、知りたくなるのですが、そのためには、微

動など他の情報を援用することにより、離散的な予測結果を補間するなどのことが必要に
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なってくるものと思います。 
 

 
図-6 スペクトルインバージョンで得られたサイト特性の比（実線）と 2004 年 9 月 5 日紀

伊半島沖の地震のスペクトル比（左は前震、右は本震） 
 

（港湾空港技術研究所 野津厚） 
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概説文：想定東南海地震での濃尾平野での予測波 

野津厚・翠川三郎 

 

1. 想定地震と強震動予測地点・領域 

 

本予測波は，想定東南海地震に対して，濃尾平野内に位置する 7 地点の地表における地震動を評価した

ものである（Suzuki et al., 2005）．震源モデルとしては地震調査研究推進本部（2001a）のケース 2 を修正した

ものを用いている．なお、７地点の内、AIC004(名古屋市緑区)、AIC009(豊田市)、AIC011(知多市)、

GIF020(岐阜市)、MIE003(四日市市)、MIE006(津市)は K-NET 観測点、GIFH09(羽島市)は KiK-net 観測点

であり、各地点の地盤条件については防災科学技術研究所 HP を参照されたい． 

 

２．予測波の作成目的と位置づけ 

 

想定東南海地震による広帯域の地震動，なかでも，盆地効果による周期数秒の地震動と，計測震度に寄

与する数 Hz までの短周期地震動の推定を主な目的として地震動評価を実施している．震源モデルについ

ては地震調査研究推進本部（2001a）のケース 2 を若干修正したものを用いている．ケース 2 については「安

政の地震の平均的な特性によるものよりもやや大きめの揺れをもたらすものの、比較したデータの範囲内に

ある」との記述が地震調査研究推進本部の説明（2001b）に見られる（ただし浜松以西の比較）．また，今回算

定された震度分布は地震調査研究推進本部（2001a）の震度分布と調和的であるとされることから（Suzuki et 

al., 2005），今回濃尾平野で算定された地震動は概ね過去の地震を再現した地震動であると推察される． 

 

3. 強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

 

経験的グリーン関数法を用い，広帯域（0.05-20Hz）の強震動を評価している．また上記 7 地点における経

験的グリーン関数は概ね 0.1Hz 以上で精度があるとされている（岩田・鈴木，2005）．アスペリティからの地震

動のみの評価ではあるが，盆地効果による周期数秒の地震動は十分に評価されているものと考えられる．予

測はすべて地表で行われており，表層地盤の非線形挙動を考慮しない場合の波が提供されている．予測成

分は水平上下 3 成分である． 

 

4. 震源モデルについて 

震源モデルについては地震調査研究推進本部（2001a）のケース 2 を修正したものを用いている． 

もともと地震調査研究推進本部のケース2は，海溝型地震の平均的な短周期レベル（壇他，2001）に対し，

√2 倍程度の短周期地震動を生成しうるようなモデルとして設定されている（地震調査研究推進本部，

2001b）．また，先に述べたように，ケース 2 については「安政の地震の平均的な特性によるものよりもやや大

きめの揺れをもたらすものの、比較したデータの範囲内にある」との記述が地震調査研究推進本部の説明

（2001b）に見られる（ただし浜松以西の比較）． 

今回用いられたモデルは，地震調査研究推進本部（2001a）のケース 2 に対して若干の修正が行われてい

るものの，短周期レベルは同程度である（表-1）．なお，参考のため中央防災会議（2002）による東南海地震

のモデルと比較すると，短周期レベルは今回のモデルの方が小さくなっている． 

 

表-1 東南海地震の各震源モデルによる短周期レベル（Nm/s2） 

Suzuki et al.(2005) アスペリティ 1.14E+20 

地震調査研究推進本部（2001）ケース２ アスペリティ 9.57E+19 

〃 アスペリティ+背景領域 1.01E+20 

中央防災会議（2002） アスペリティ 1.40E+20 

〃 アスペリティ+背景領域 1.43E+20 
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なお，経験的グリーン関数を重ね合わせる方法については，ω-2 モデルに従うような方法（Irikura, 1986）

が採用されている． 

 

5. 伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

 

 経験的グリーン関数法を採用しているので，伝播経路の影響はグリーン関数の中に含まれており，結果に

反映されている．大地震と小地震の伝播経路は，全く同一とは言えないものの，類似している． 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

 

経験的グリーン関数法を採用しているので，深い地盤構造および浅い地盤構造の影響はグリーン関数の

中に含まれており，結果に反映されている．なお，ここで利用されている小地震（M5.5）の記録を用いることに

より，盆地効果による周期数秒の地震動が再現されるかという点については，2004 年 9 月 5 日に発生した紀

伊半島沖の地震の前震（19:07，M7.1）による大阪堆積盆地内の地震動が再現されることをもって確認してい

る．なお，表層地盤の非線形挙動の影響は考慮されていない． 

 

７．予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

 

 予測波の最大速度の傾向は概ね距離減衰式（司・翠川，1999）の傾向と一致することが確認されている．ま

た予測波から算定された震度分布は地震調査研究推進本部（2001a）による震度分布と概ね調和的であると

述べられている．地震調査研究推進本部（2001a）による震度分布は，先に述べたように，安政東海地震の震

度分布（ただし浜松以西）と概ね調和的であるとされており，今回の算定結果も，歴史地震の震度分布によっ

て間接的に検証されていると考えることができる． 

 

8. 予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

 

特に実施されていない． 

 

９．自由コメント 

 

伝播経路および地盤構造の影響を適切に考慮できる経験的グリーン関数法が用いられており，また，

しばしば経験的グリーン関数法の結果を左右する小地震の震源特性についても，紀伊半島沖の地震の

前震のシミュレーションを通じて調べられている．従って，ここで提供されている地震動は，想定東南海地

震に対する当該地域の予測波として，現段階では最も信頼性の高いものの一つであると考えられる．た

だし，算定された地震動の継続時間はグリーン関数として用いられた小地震記録の長さに依存しており，

継続時間が過小評価されている可能性が高い．また，提供波は表層地盤の非線形挙動を考えない場

合の地表の地震動であり，地点によっては短周期成分が過大評価となっている可能性があるため，ユ

ーザーは必要に応じてこの点に関する補正を行う必要がある． 

 

１０．参考文献 
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Suzuki, W., T. Iwata, K. Asano, and N. Yamada (2005): Estimation of the source model for the 

foreshock of the 2004 off the Kii peninsula earthquakes and strong ground motion simulation of the 
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日本建築学会構造系論文集，第 523 号，pp.63-70． 
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地震調査研究推進本部（2001b）：南海トラフの地震を想定した強震動評価手法について（中間報告）説

明，http://www.jishin.go.jp/main/kyoshindo/01b/setsumei.pdf． 

壇一男・渡辺基史・佐藤俊明・石井透（2001）：断層の非一様すべり破壊モデルから算定される短周期レ

ベルと半経験的合成法による強震動予測のための震源断層のモデル化，日本建築学会構造系論

文集，第 545 号，pp.51-62． 

中央防災会議事務局（2002）：「東南海、南海地震等に関する専門調査会」第 7 回資料 2-1，
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１１．予測波作成者コメント 

 

 今回想定東南海地震の地震動予測に，経験的グリーン関数として使用した記録（９月８日３時３６分ＭJ

５．５）は，K-NET 観測点等の場合，その記録長は加速度震動レベルによって決められているため，

60-100 秒程度で，やや長周期の速度震動等に顕著になる後続動が過小評価になっている可能性はあ

ります． 

 評価地点のいくつかでは最大加速度で１ｇを越える点もあり，K-NET 観測点情報による浅部地盤構造

からみて，経験的には非線形応答をしている点もあると考えられ，評価者の指摘のように，本評価では

過大評価をしている可能性があります． 
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土方広帯域波概説文（案） 

 

2006 年 1 月 20 日作成 

2006 年 3 月 31 日追記 

畑山・武村 

１．想定地震と強震動予測地点・領域 

●想定地震 

 中央防災会議(2001)による東海地震、地震モーメント 1.3×1021Nm (Mw8.0) 

●強震動予測地点 

 関東平野内の東京湾岸に立地する火力発電所 7 地点及び新宿の 8 地点である。 

 

表 1 予測対象地点 

地点名 記号 東経 北緯 
表層地盤の 

S 波速度(m/s)

工学的基盤の 

S 波速度(m/s) 

品川 SNG 139.7564 35.6153 102 600 

川崎 KWS 139.7617 35.5056 130 600 

東扇島 HOG 139.7422 35.4872 100 700 

横浜 YKH 139.6792 35.4683 140 600 

千葉 CHB 140.1181 35.5589 120 600 

姉ヶ崎 ANG 140.0286 35.4828 150 440 

新豊洲 STY 139.7954 35.6458 130 380 

新宿 SNJ 139.6954 35.6906 140 520 

※緯度経度は日本測地系。 

 

２．予測波の作成目的と位置づけ 

 有効周期が 4 秒以上の長周期成分に限定された従来の想定東海地震関東平野提供波（土

方波）に、周期 4 秒以下の短周期成分の予測結果を加えることによって、広帯域化したもの。

予測波作成の狙いは、旧提供波と同様に想定東海地震発生時に最も起こりうる地震動を予測

することであり、必ずしも上限の予測を意図したものではない。 

 

３．強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

●手法の概要と特色 

 下表に示したようなハイブリッド法である。周期帯域毎に予測手法と地下構造モデルの有効

性にきめ細かな配慮を行い、予測精度の向上を図っている。 
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表 2 強震動予測手法 

予測対象における地点 
周期帯域 

東扇島 東扇島以外 

9 秒以上 差分法 

5.5〜9 秒 差分法により計算した要素地震波形を用いた波形合成法 1) 

1〜5.5 秒 経験的グリーン関数法に準ずる手法 3) 

1 秒以下 

経験的グリーン関数法 2) 

統計的グリーン関数法 4) 

1)アスペリティのサイズが大きいため、理論的に差分法で計算してしまうとこの周期帯域では過小評価

になってしまうことに配慮したもの。 

2)要素地震は 1997 年 3 月の愛知県東部の地震(M5.8、深さ 41km）。 

3)各地点における要素地震の観測波がないため、要素波は、東扇島の 1 次元地下構造モデルと東扇

島地表記録から地震基盤波を推定した後、各予測地点の 1 次元地下構造モデルに則って推定した

地表波としている。 

4)東扇島の 1 次元地下構造モデルはこの周期帯域では有効ではなく、観測記録から地震基盤波を推

定することは不可能と判断したことによる選択。 

 

●予測波の適用範囲 

 地表と工学的基盤（2E）における水平 2 成分の地動加速度と地動速度が提供されている。表

層地盤の S 波速度は表 1 に示す通り。また、工学的基盤と定義された地盤の S 波速度は表 1

に示すように予測地点により異なる。有効周期範囲の最短周期は東扇島を除き、統計的グリ

ーン関数が一般的に適用されている 0.05 秒程度、東扇島は観測記録の信頼性から 0.167 秒

（6Hz）である。一方、最長周期は 25 秒である。 

 

４．震源モデルについて 

●どのような根拠で設定されているか？ 

 中央防災会議(2001)による東海地震の断層モデルに基づき、曲面から平面に単純化したモ

デルを作成している。2 つのモデル（応力降下量一定、変位一定）のうち、応力降下量一定モ

デルを用いている。 

●アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

 準拠している中央防災会議(2001)では、全体の断層面を 3 つのセグメントに分割し、それぞ

れの内陸側と海側にアスペリティを 1 つずつ配置している（アスペリティの数は合計６つ）。2 つ

の破壊開始点（断層面中央、西側端部）のうち関東平野側に影響の大きな西側端部が用いら
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れている。 

 

５．伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

周期 5.5 秒以上の予測 

 関東平野の地盤構造以外では、Ichinose et al.(2003)による水平成層構造モデルを用いてい

る。これは浜名湖周辺で発生した小地震の中伊豆における記録を説明できるように最適化し

た地下構造モデルであり、Vs3.0km/s を超える地震基盤の上に厚さ 2km 前後の Vs 2.3km/s

層があるモデルである。ただし、これが後続波を含めた地震動の評価に耐えられるものかどう

かの見解は述べられていない。 

 

経験的グリーン関数法による予測（周期 5.5 秒以下の東扇島） 

 要素地震は想定震源域の直近で発生したものであるので、伝播経路特性は妥当に評価で

きているものと考えられる。 

 

経験的グリーン関数法に準ずる手法による予測（表 2） 

 上記に同じ。 

 

統計的グリーン関数法による予測（周期 1 秒以下） 

 Sato et al.(1999)の関東平野 3 次元地下構造モデルにおける地震基盤以下の構造。Q 値は

佐藤・他(1994)による周波数依存のもので、これは壇・他(2000)の統計的グリーン関数法による

関東地震のシミュレーションでも用いられている。本予測における有効性・妥当性の程度は不

明。 

 

6. 深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

●深い地盤構造（工学的基盤以深） 

周期 5.5 秒以上の予測 

 関東平野の深い地盤構造は Sato et al.(1999)による 3 次元地下構造モデルが用いられてい

る。これは、小田原付近で発生した地震の際の関東平野における周期数秒の地震動を再現

できるようによくチューニングされたモデルである。なおＱ値については後で詳しく説明する。 

 

周期 5.5 秒以下の予測 

 予測地点近傍でアレー微動探査が行われている場合はその結果を、行われていない場合

は Sato et al.(1999)の関東平野 3 次元地下構造モデルから抜き出したものを用いている。 

 

●浅い地盤構造 

周期 5.5 秒以上の予測 
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 差分法による計算は、表層地盤 VS=0.6km/s のモデルに対して行われており、浅い地盤の影

響は考慮されていない。 

 

周期 5.5 秒以下の予測 

 予測地点における PS 検層結果を用いている。Q は一律 25 としている。地盤の非線形挙動

は考慮していない。 

 

＊周期 5.5 秒以上の予測における伝播経路と深部地盤構造のモデルには、極めて大きな Q

値を与えている。これは、想定震源域付近で起きた地震の関東平野における観測波形の後

続波を差分法により再現するためには、そのような値が適切であるという検討結果が得られ

たことによる。 

＊経験的グリーン関数法に準ずる手法（表 2）おける深部・浅部地盤の影響評価方法の精度

検証は、東扇島と K-NET 浦安（予測対象地点ではない）における要素地震観測記録を用

いて行われている。即ち、東扇島地表波から東扇島とK-NET浦安における1次元地下構造

モデルにより地震基盤波を介して計算した K-NET 浦安地表波を観測波と比較しており、応

答スペクトルは倍半分の範囲で一致することを確認している。位相については、必ずしもよく

合っているとは言えない。また、予測対象地点に対する同様の精度検証は、地震観測がな

いので行われていない。 

＊統計的グリーン関数法による予測（周期 1 秒以下）での深部・浅部地盤モデルの精度検証

は行われていない。 

 

７．予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

●長周期成分（周期 5.5 秒以上） 

＊2003 年十勝沖地震（M8.0）時の K-NET 苫小牧での記録との比較がされている。姉ヶ崎で

の卓越周期は 10 秒であり、速度応答レベルは苫小牧に匹敵する 120cm/s(h=5%)となってい

る。 

 

●短周期成分（周期 5.5 秒以下） 

＊予測波の地表最大加速度は、司・翠川(1999)の最大加速度距離減衰式から大きく外れな

い。 

＊予測波の擬似速度応答スペクトルは、周期 2 秒以下では安中(1997)の距離減衰式から大き

く外れない。 

＊予測波から計算した計測震度は、宇佐美(1999)による 1854 年の安政東海地震の震度を若

干上回る。 

 

８．予測波と設計用入力地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 
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 特に行われていない。 

 

９．自由コメント 

＊現状の強震動評価においては、地下構造の情報不足、さらには震源過程の不均質さに関

する情報不足などから、理論的にすっきりとした評価をすることはなかなか難しい。本評価は

それらの点をよくわきまえ、観測記録の情報や、経験的評価法の特性を利用して、結果の精

度をできるだけ補償しようとしている点は、工学的な観点から評価できる。 

 

＊本件予測の最大の特徴は、周期 5.5〜9 秒の帯域の予測を、差分法で計算した理論波形を

要素波とする波形合成法により行っていることである。今回の場合のようにアスペリティが大

きい場合には、理論的手法では、この周期帯域成分を過小評価してしまう恐れがある。これ

を避けるため、ω2 乗の震源スペクトルの相似側に基づく経験的グリーン関数法の考え方を

理論グリーン関数に適用するという工夫を行ったものである。 

 

＊周期 5.5 秒以上の予測における伝播経路（成層構造と仮定）と深部地盤構造モデルには極

めて大きな Q 値を与えている。こうすることにより、想定震源域近くで発生した 1997 年 3 月

16 日の愛知県東部の地震（M5.8、深さ 41km）の際の東京湾岸姉ヶ崎における長い震動継

続時間の再現は可能となっているが、秦野での観測記録に見られる後続動は再現できてい

ない。この秦野に見られる後続動は、震源域と伝播経路の 3 次元不均質性の影響（例えば

駿河湾の影響）である可能性があり、これを的確に考慮すれば、極めて大きな Q 値というや

や現実味に欠ける仮定は不要になるかもしれない。 

 

＊一般に震源近傍の地下構造は情報が少ないために簡単なものを仮定する場合が多いが、

地震が発生する海溝そのものが特徴ある３次元構造をしており、プレート境界地震の地震動

に、その影響がどの程度あるのかという検討は、今回の場合に限らず今後の課題であろう。 

 

＊経験的グリーン関数法では、要素地震として想定地震の地震規模に比してマグニチュード

が 2 程度小さい地震を採用することが重要であるが、本計算でもこの点に配慮している。な

ぜこのような配慮が必要であるかについては、震源過程の不均質さと強震動の励起特性の

関係をふまえて、今後解決しなければならない一般的課題である。 

 

＊東扇島以外の地点の周期 1 秒から 5.5 秒までの予測には、経験的グリーン関数法に準じた

方法が用いられている。これは、各予測地点の要素地震波を東扇島地表観測波に基づい

て作成するものであるが、その作成方法は必ずしも表面波部分に対して理論的に整合する

ものではない。本検討では、この作成方法の妥当性の検証は行われているが、その結果は、

表面波が優勢な後続波部分についてはこの周期帯域では過小評価になると解釈できる。即
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ち、本予測結果の周期 1 秒から 5.5 秒の帯域における後続波は過小評価になっている恐れ

があると言える。 

 

＊本ケースで使われた断層モデルは、統計的グリーン関数法によるシミュレーションにより

1854 年安政東海地震の震度［宇佐美(1999)］がほぼ説明できるようなものとなっている［中央

防災会議(2001)］。それにもかかわらず、本予測波から計算した計測震度が、宇佐美(1999)

の震度を若干上回ることについては、作成者は経験的グリーン関数法を採用したことにより

統計的グリーン関数法では勘案されない後続動を評価したためだとしている。しかしながら、

計測震度には周期 1 秒以下の地震動のほうが大きく影響し、後続動の影響は小さいものと

考えられる。むしろ統計的グリーン関数法で仮定した地震基盤以浅の地下構造モデルの当

該周期帯域における妥当性を検証すべきではないかと思う。 

 

＊東海地震等南海トラフによる関東地域の長周期地震動予測のための差分法計算結果は、

古村(2003)、翠川・他(2004)によっても示されている。予測地点が異なるため、直接比較はで

きないが、古村(2004)では東南海、東海地震時の地震動評価を行っており、6～8 秒で 80～

90cm/s の応答レベルとなっている。翠川・他(2004)は東海地震を対象に長周期地震動評価

を行い、10 秒で 230cm/s(h=2%)の応答レベルの地震動となっている。 

 

＊予測結果の長周期帯域でのスペクトルレベルは、平均的には告示スペクトルと同等となって

いる。ただしいずれの地点でも共通に、周期 2〜3 秒の卓越成分が顕著に現れており、超高

層建物や免震建物の地震時応答に影響が大きいものと考えられる。この周期 2〜3 秒の卓

越の原因として、地震基盤からの高次の共振による増幅のほか、関東平野内での表面波伝

播の影響も考えられる。しかし、経験的グリーン関数法に準ずる方法（表 2）が用いられた東

扇島以外の地点における周期 2〜3 秒の卓越は、東扇島で地震基盤相当の波を評価する

際に仮定した地盤構造のミスマッチに起因するものである可能性も否定できない。 

 

＊2004 年 9 月 5 日東海道沖の地震(Mj=7.4)の際に K-NET 姉ヶ崎で記録された地震動の速

度応答（減衰 1%）は周期 11.5 秒付近で卓越している。本予測結果でも姉ヶ崎(ANG)の速度

応答（減衰 5%）は周期 10 秒付近で卓越しているが、当該地域において周期 10 秒程度の揺

れが卓越することは観測事実からも支持される。 
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11．予測波作成者コメント 

本検討は、昨年度予測した周期 4 秒以上の長周期成分に加え、短周期成分を予測し広帯

域地震動を作成したものである。 

短周期を対象とした代表的な強震動予測手法には、「統計的グリーン関数法」と「経験的グ

リーン関数法」がある。HOG(東扇島)地点では、東海地震の震源域で発生した 1997 年 3 月の

愛知県東部の地震（M5.8、深さ 41km）（以後、東海小地震）の観測記録が得られている。この

観測記録を分析すると、周期１秒以上の帯域で実体波に加えて表面波と考えられる後続動が

優勢であった。 

周期１～5 秒付近は免震建物や超高層建物の固有周期に相当し、同周期帯域の強震動の

振幅ならびに後続動を含む継続時間の正しい評価がこれら構造物の耐震性の検討に非常に

重要である。そのための強震動予測手法として,実体波のみならず表面波も考慮できる理論的

方法が考えられるが,現時点では地下構造のモデル化や計算機能力等の点から周期１秒までを

理論的方法で評価することは困難である。そこで本検討では、記録がない評価地点では小地震

の地震動を推定し「経験的グリーン関数法」を適用することを考えた。具体的には、HOG(東扇

島)地点の一次元地盤構造を用いて東海小地震の記録を地震基盤まで戻し、距離の補正を

行った後、他の評価地点の一次元地盤構造を用いて表面位置まで持ち上げることで小地震

波形を算定することを考えた。このように、観測記録が存在しない評価地点に対しても、

HOG(東扇島)地点の記録を補正することにより「経験的グリーン関数法」を適用し強震動を予

測している点が本検討の特徴である。本予測方法を用いたことにより、免震建物や超高層建

物の耐震設計に重要な周期１秒以上で、表面波が卓越した後続動が評価された予測波とな

っている。 

本検討では、表面波を含む地震動に対し一次元地盤構造に基づいて小地震波形を推定

する方法を採用したが、本方法の適用性に関しては未だ十分な検討がなされていない。この

検討には、予測地震の震源域で発生した小地震記録、特に後続動を含む長い継続時間の記

録が必要である。しかしながら現時点において、このような観測記録は非常に限られており、

今後の蓄積を待つ必要がある。 

 

以上 
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概説文：愛知県設計用入力地震動研究協議会・想定新東海地震波 

最終稿 2006/03/31 

 

関口春子・岩田知孝 

 

 

 

１．想定地震と強震動予測地点・領域 

想定地震： 想定新東海地震（東南海地震と東海地震が連動する 1854 年安政東海地震タ

イプを想定新東海と命名している） 

地震モーメント：4.0×1028dyne･cm，マグニチュード：MW8.3 

対象地点： 濃尾平野内 

観測点 緯度 経度 （日本座標系表示） 

名古屋駅（NST）35 度 10 分 0.8 秒 136 度 53 分 12 秒   

水上出張所（SJB） 35 度 3 分 0 秒 136 度 51 分 36 秒   

 

２．予測波の作成目的と位置づけ 

愛知県設計用入力地震動研究協議会では、性能設計化に向けた設計者の取り組みと免震・

制震建物の普及への一助を成すために、地域の地震環境と地盤環境を考慮した地震動策定

を目指したプロジェクトを進めている。提供波は，このプロジェクトの一環として作成さ

れた、名古屋地域の設計用入力地震動のうち，想定新東海地震を震源とするものである．

入力地震動の策定にあたっては，地震環境や地盤環境の地域性や強震動予測に関する最新

の知見を可能な限り反映させて、想定される最も起こり得る地震動波形を作成することが

目標とされている。 

 

３．強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

・手法の概要と特色 

震源モデルは、様々な経験的スケーリング則によって巨視的・微視的震源パラメータを積

み上げるレシピの考えに則って構築されたアスペリティモデルである。破壊域、アスペリ

ティ位置は、地球物理学的知見に依って設定されている。 

地震動計算のターゲット地域である濃尾平野について、あらゆる探査データをコンパイル

し、その詳細な 3 次元地下構造をモデル化している。 

地震動計算には、「ハイブリッド合成法」を用いている。長周期成分は、想定断層面上で

小地震相当波形を計算し、経験的グリーン関数法の足し合わせ方法に沿って足し合わせる。

この際、広い断層面をカバーするために、４つの異なる震源位置を設定して、小地震相当

波形を計算し、それらの周辺のアスペリティ及び背景領域の震源モデルをおのおのの小地
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震記録を用いて足しあわせる。一方短周期成分は、統計的グリーン関数法により計算した

小地震相当波形の短周期成分を経験的グリーン関数法の足し合わせ方法に沿って足し合

わせる。こちらは、広い断層面をカバーするために２つの震源位置を設定し、距離の違い

は統計的グリーン関数法のエンベロープ形状に反映させる。これらをハイブリッドする

（佐藤・他，2006）。一般にハイブリッド合成法（佐藤・壇、2001）と呼ばれている方法

では，長周期成分の計算は，断層面全体の寄与を理論的方法で一気に計算し，上述の「ハ

イブリッド合成法」のように小地震波形を作ってから経験的グリーン関数の足し合わせ法

に沿って足し合わせるというような作業と違うことに注意する必要がある．Ｍ８クラスの

地震に対して特性化震源モデルを用いた場合，理論的方法で断層面全体の寄与を一気に計

算した場合，周期 2,3 秒から 10 秒程度までの中周期帯域を過小評価することが指摘され

ている（佐藤・他，2004, 佐藤・他，2005）。今回ハイブリッド合成法で用いた長周期成

分の計算方法ではこの問題の解決が図られている。 

・有効周期帯域 

0.1-10 Hz   

・予測地点の最表層の S 波速度  

提供 2 地点の最小Ｓ波速度は 100 m/s（SJB 地点の最表層）。 

・予測成分（水平，上下） 

水平 2 成分※3 

 

４．震源モデルについて 

・どのような根拠で設定されているか？それは ω-2 モデルになるように考慮されているか？ 

過去の東南海・南海地震の震源断層に関する最新の知見、震源パラメータに関して得られ

ている経験則に加え、過去の地震の震度分布を参考に、震源パラメータが設定されている。 

破壊域については、1944 年の東南海地震の震源断層モデル（菊地・他、1999）の深さ 10-30km

程度の範囲と、微小地震のメカニズムから推定される静岡県下の固着域（Matsumura, 1997）

を合わせた部分としている。 

後述のアスペリティサイズの設定を踏まえ、理論的な地震動計算手法によって震源スペク

トルの経験則（ω-2 則）を実現できる周波数範囲を考慮し、ハイブリッドの接続周波数を

決めている。 

・過去の地震の震源モデルに基づく平均的関係（全体像：地震モーメントと破壊面積，地震モ

ーメントと短周期レベルとの関係など，不均質性：地震モーメントとアスペリティ総面積との

関係）とどのような関係となっているか？ 

地震モーメントと破壊面積：金森・編（1991）の、海溝付近の地震に関する地震モーメ

ントと破壊面積の平均的な関係式に従う。 

地震モーメントと短周期レベルとの関係：壇・他(2001)の経験則に従う。ただし、経験

的な関係による平均値とその 2 倍の値を検討したが、最終的な予測地震動結果の
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検証により、平均値の 2 倍のほうが妥当と判断し、この値を用いた。 

地震モーメントとアスペリティ総面積との関係：石井・他（2000）が震源モデルの統計

解析により抽出した関係に従う。 

・アスペリティ位置や破壊様式の設定方法について 

アスペリティ位置は、1944 年東南海地震の多重震源モデル（菊地・他、1999）と静岡県下

の固着域（Matsumura, 1997）を参考に設定。破壊は、破壊域の西縁の深部で始まり東方へ

伝播するものとする。破壊は同心円的に広がるが、東南海セグメントと東海セグメントの

継ぎ目で同心円破壊が途切れ、東海セグメントの西縁深部でまた一から始まるよう設定さ

れている。破壊伝播速度は、2.83 km/s。 

・ハイブリッド法の場合、接続周期付近での落ち込みに配慮されているか？ 

明示的に配慮されているわけではないが，３．における方法により考慮されている． 

 

５．伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

・どのような根拠（既往の文献，調査情報等）で設定されているか？ 

フィリピン海プレートの速度構造：Nakanishi et al.(1998) 

フィリピン海プレートの上端深さ：山崎・大井田（1985） 

フィリピン海プレート、海洋性マントルの密度：Nakanishi et al.(1998) 

フィリピン海プレートの Q 値：中村・植竹（1999） 

コンラッド面・モホ面深度：Zhao et al.(1992) 

下部地殻の速度構造：Aoki et al.(1972)、Ikami (1978) 

上部地殻の速度構造：山口・他（1999），愛知県（2000），正木・他（1982），Ukawa and 

Fukao(1981) 

上部マントル・下部地殻の密度：Asano et al.(1985) 

上部地殻の密度：渋谷・他（2000） 

上部・下部地殻の Q 値：Iwasaki et al.(1994) 

Q 値（統計的グリーン関数法で用いる）：田居・他（1994） 

・過去の中小地震の波形から推定されている、あるいは検証されているか？ 

地殻構造、および、次項の深部地盤構造モデルを使って、2000 年 10 月三重県南部の地震

（M5.7）をモデル化している。その結果、2 秒以上の長周期成分の振幅レベルや包絡形状

の再現性は良く、モデルの妥当性を確認できたとしている（早川・他、2004）． 

 

６．深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

・3 次元盆地構造がモデル化されているあるいはその影響が加味されているか？ 

濃尾平野の 3 次元地盤構造が長周期成分の計算に用いられている。 

・どのような根拠（地下構造探査や既往の文献等）で設定されているか？ 

同協議会が作成した濃尾平野の深部地盤構造モデル（早川・他、2002；福和・他、2002）
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が用いられている。 

・過去の中小地震の波形に基づきモデル化がなされている、あるいは検証されているか？ 

濃尾平野の西縁で起こった小地震のモデル化が行われている。 また、微動、及び、自然

地震の H/V スペクトルのピーク周波数と、Rayleigh 波基本モードの理論の H/V スペクト

ルのピーク周期を比較することによっても速度構造モデルの検証が行われている（早川・

他、2002）。 

・浅い地盤構造（工学的基盤より浅部）増幅の影響は考慮されているか？地盤非線形性が考慮

されているか？ 

計算地点での浅層地盤構造が，PS 検層や室内土質試験結果を基にモデル化されている。

地盤の非線形性が，逐次非線形地盤応答解析法により考慮されている。  

 

７．予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

・検証の方法と検証結果 

予測地震動の計測震度値に関して，1854 年安政東海地震と 1944 年東南海地震の震度分布

（地震調査研究推進本部、1998）との比較がおこなわれ、これらがほぼ再現されている。 

工学的基盤での予測地震動を、経験的距離減衰式（Fukushima and Tanaka, 1991；安中・他、

1997）と比較し、経験式のばらつきの範囲内で整合していることを確認している。 

また、2004 年 9 月の東海道沖の地震とその前・余震の観測記録と、擬似速度応答スペクト

ルを比較している。震源が異なるため厳密な比較にはならないが、新東海地震の予測波と

東海道沖の地震の観測波のスペクトル比は、応答スペクトルの経験式（Takahashi, 2000）

の対応する規模のスペクトルの比とおおよそ整合することを確認されている。これは、予

測波の伝播経路、サイト特性の評価の妥当性を支持するものである。 

堆積層構造や地殻構造のモデル化に関する検証は，前述の通りである。 

・予測波のばらつきの検討の有無 

なし． 

 

８．予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

・計用地震動や設計用スペクトルとの比較の有無 

建築基準法の告示スペクトルとの比較を示している。想定新東海地震の強震動波形から得

られる応答スペクトルは、稀に発生する地震動の告示スペクトルをほぼ全周期領域で上回

っている。また、極めて稀に発生する地震動の告示スペクトルに対してはほぼ全周期領域

で下回っているが、極限られた周期帯で若干上回っている部分もある。 

 

・予測波を用いた応答計算事例の有無 

有，しかし，非公表． 

 

68



  
 

９．自由コメント 

計算モデルの定性的，定量的な検討が緻密に実施されており，その精度から鑑みて十分に

精度の高い結果が得られているものと考えられる。 
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１１．著者コメント 

本プロジェクトにおける予測地震動は，名古屋市を中心とする地域において，一般構造物

と免震・制震構造物に対する設計用地震動策定の基礎資料として利用することを目的としてい

る。このため，地震動策定においては，周期 0.1 秒から 10 秒程度の広帯域を対象とすること，

地域性を考慮した上で，最も起こりえる平均的な地震動を作成する，という基本方針に基づい
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ている。広帯域の地震動計算手法としては，ハイブリッド合成法を用いている。ここで，想定

新東海地震の地震動計算においては，次のような工夫を行った。つまり，特性化震源モデルを

用いた M8 クラスの地震の理論計算に内在される，周期 2,3 秒以上の中周期帯域を過小評価する

問題点を，理論グリーン関数の計算とそれを用いた波形合成により解決を図っている。 

地震動予測結果の妥当性は，過去の東海・東南海地震の震度や液状化の有無との整合，距

離減衰式との比較，観測記録との比較などにより判断した。予測結果が妥当でないと判断され

た場合には，再びパラメータ（具体的には加速度震源スペクトルの短周期レベル）をばらつき

の範囲内で見直し，それを用いて再計算を実施した。このようなサイクルを複数回繰返し，最

終的な地震動を設定しているところに，本検討の特徴がある。ただし，検証ターゲットの一つ

である観測記録との比較は，定性的な検証に留まっているため，今後の観測記録の蓄積を待つ

必要がある。 

 これまでは，地震動作成の基本方針に則って，地域性を考慮した上で，最も平均的な地震動

を 1 ケースだけ予測している。しかし，各種パラメータのばらつきが予測結果に与える影響の

検討は必要であり，今後の課題としたい。また，深部および浅部の地下構造についても，今後

の調査データを用いたチューニングを継続的に行う必要があると考えられる。 

 

以上 
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概説文：ダムサイトにおける強震動評価(野津厚)に関する概説 

 

京都大学防災研究所 岩田知孝 

独立行政法人 消防研究所 畑山 健 

 

１．想定地震と強震動予測地点・領域 

 下表の通り． 

 

表 対象地点と対象地震 

対象ダム 所在地 予測対象地点 東経 北緯 想定地震 

魚梁瀬ダム 高知県安芸郡馬路村 ダム基盤地震計設置点 134.1167 33.5833 東南海・南海地震連動

池原ダム 奈良県吉野郡下北山村 

ダム底部監査廊地震計設

置点 135.9667 34.0500 東南海・南海地震連動

二津野ダム 奈良県吉野郡十津川村 

ダム近傍 K-NET 観測点

NAR009（十津川）［地表］ 135.7830 33.9000 東南海・南海地震連動

佐久間ダム 静岡県磐田郡佐久間町 ダム基盤地震計設置点 137.8000 35.1000 東海地震 

 

２．予測波の作成目的と位置づけ 

 上記ダムサイトにおける巨大地震時の強震動の予測を具体的に行ったもの．震源断層モデルは中央防災

会議で検討されたものを用い，伝播経路特性とサイト特性は観測記録に基づく経験的評価結果によりその

影響を考慮していることから，将来発生し得る強震動を忠実に予測しようと努めた結果であり，必ずしも上限

の予測を意図したものではないと言える． 

 

３．強震動予測手法の特徴と予測波の適用範囲 

 統計的グリーン関数法を基調とする古和田・他(1998)の方法．この方法では，波形合成の際に足し合わせ

る小地震の波形（統計的グリーン関数）の作成において，予測対象地点等における過去の地震記録から得

られる経験的なサイト増幅・位相特性を考慮する．経験的サイト位相特性は群遅延時間の解析により評価

する．有効周波数範囲は，0.3―10Hz で，予測成分は水平動２成分である． 

 

４．震源モデルについて 

・東南海・南海地震連動型 

 中央防災会議「東南海・南海地震に関する専門調査会」において検討された想定東南海」・南海地震に対

する震源モデルである．予測波の計算においては，背景領域の寄与を無視しうるとして，9 つのアスペリティ

領域からの寄与によって評価している． 

 

・東海地震 

 中央防災会議「東海地震に関する専門調査会」において検討された想定東海地震に対する震源モデルの

うち，６つある各アスペリティで応力降下量一定のモデルを採用している．中央防災会議では破壊開始点を

２ケース行っているが，本報告では破壊開始点１（2 ケースのうち対象評価地点での地震動の大きいほう）

の結果を示している．東海地震の予測波作成においては，アスペリティの他，背景領域からの寄与も考慮

に入れている． 

 

５．伝播経路モデル（いわゆる地殻構造）について 

 統計的グリーン関数の作成において考慮する伝播経路の Q 値は，観測波形を用いて推定された佐藤・巽

（2002）による西日本海溝型（東南海・南海地震），東日本海溝型（東海地震）の値をそれぞれ採用している． 
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６．深い地盤構造及び浅い地盤構造の取り扱いについて 

 地盤構造の影響は予測対象地点等における過去の地震記録から得られる経験的なサイト増幅・位相特性

により考慮している．ダムサイトにおけるサイト増幅特性の評価には，野津・長尾(2005)がダム周辺の

K-NET 観測点について算定している経験的サイト増幅特性を援用している．ダム近傍に K-NET 観測点が

ある池原ダムと佐久間ダムのサイト増幅特性については，いくつかの中小地震記録から K-NET 観測点に

対するダム観測点のスペクトル比を計算し，野津・長尾(2005)の算定結果に乗じることにより評価している．

近傍にK-NET 観測点がない魚梁瀬ダムのサイト増幅特性については，周辺のK-NET観測点のいくつかの

中小地震記録と野津・長尾(2005)の算定結果から地震基盤入力地震波スペクトルを推定し，ダムにおける

観測スペクトルをそれで除すことによって評価している．予測対象地点が K-NET 観測点 NAR009 である二

津野ダムのサイト増幅特性については，NAR009 に対する野津・長尾(2005)の算定結果を用いている．経験

的位相特性は，予測対象地点の観測記録に対する群遅延時間の解析結果に基づいて評価している．表層

地盤の非線形挙動は，堅固な地盤を対象としているとして考慮していない． 

 

７．予測波の妥当性の検証がなされているか？ 

 東南海・南海地震の予測については近傍の参照に用いた K-NET 観測点での想定地震に対する予測を行

い，過去の地震の震度との対応を見ることで検証を行っている．東海地震については，野津(2005)によって

近傍の参照地点に関する予測が妥当であることが示されている． 

 

８．予測波と設計用地震動や設計用スペクトルとの対応関係や建物応答に関する検討 

 特に実施されていない． 

 

９．自由コメント 

 本予測波作成に用いられた手法については，(i)地震観測が行われている場所であること，(ii)しかしながら

経験的グリーン関数法において必要となる想定震源域で発生した中小地震の記録は得られていないという

条件の下では，妥当なものが選ばれていると言える．即ち，本予測波は，震源から予測対象サイトまでの伝

播経路（いわゆる地殻構造），深い地盤構造，浅い地盤構造の影響を予測対象サイトにおける実地震記録

から得られる経験的特性によって評価する方法により作成されたものであり，本予測結果は，地下構造モ

デルの具体的設定が必要な方法により作成された予測結果に比べて説得力を有する．とはいえ，以下の２

点については注意を要する． 

 

1)予測地震動の振幅スペクトルは，採用した経験的サイト増幅特性に大きく依存し得ること． 

 本予測手法で必要とされる地震基盤に対するサイト増幅特性の評価は，基準設定のやり方次第で大きく

結果が変わることがあるなど難しい点があり，その評価結果の精度の検証（地震基盤に対する増幅率にな

っているか）も簡単ではないのが実情である． 

 

2)予測地震動の位相特性は，採用した経験的サイト位相特性に依存し得ること． 

 本予測波作成におけるサイト位相特性の考慮は，「震源距離が小さい小地震であること」という選定方針

はあるものの任意に選んだ１つの地震記録に基づいて行われている．このサイト位相特性の考慮に用いる

地震を変えれば予測波の位相特性も変わることはあり得る． 

 

１０．参考文献 

野津厚(2005)：経験的サイト増幅・位相特性を用いた東海地方における強震動評価事例，海溝型巨大地震

を考えるー広帯域強震動の予測ーシンポジウム論文集，土木学会・日本建築学会，99-106． 

野津厚，長尾毅(2005)：スペクトルインバージョンに基づく全国の港湾等におけるサイト増幅特性，港湾空港
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技術研究所資料（刊行予定） 

古和田明，田居優，岩崎好規，入倉孝次郎(1998)：経験的サイト増幅・位相特性を用いた水平動および上下

動の強震動評価，日本建築学会構造系論文集，514，97-104． 

中央防災会議(2001)：「東海地震に関する専門調査会」報告 

中央防災会議(2003)：「東南海，南海地震等に関する専門調査会」報告 

 

１１．予測波作成者コメント 

 

 本予測波に関連して，９．で指摘されているような課題が残されているため，注意してお使いいただきたい

と思います． 

 ９．の 1）で指摘されているサイト増幅特性の客観性の問題（基準観測点の選定方法によって結果が変わ

るのではないか，地震基盤に対する増幅率になっているか）は重要な問題です．野津・長尾（2005）では，こ

の問題を完全に回避できているとは言い難いですが，サイト増幅特性の客観性向上に寄与する目的で，現

段階でとりうるいくつかの方策を講じてはいます．これについてこの機会に紹介したいと思います．以下の

記述が，サイト増幅特性の信頼性を推し量る上で参考になれば幸いです． 

 野津・長尾（2005）では，全国を東北・北海道，関東，中部，近畿，中国・四国，九州の 6 つの地域に分け，

それぞれの地域で，港湾・空港，K-NET，KiK-net，関西地震観測研究協議会の観測点を対象にスペクトル

インバージョンを行っています．このうち，今回，ダムサイトでの強震動評価には中部，近畿，中国・四国の

結果を用いました．地震の規模は M4.5 以上 M6.0 未満とし，Lg 波等，震源に由来する表面波の影響を可能

な限り避けるため，震央距離150km 以上の記録は用いませんでした．また，表層地盤の非線形挙動の影響

を避けるため最大加速度 100Gal 以上の記録は用いませんでした． 

中部地方を対象とした解析では，中部地方の 316 地点に近畿地方の 44 地点と関東地方の 108 地点を加

えた計 468 地点を対象としています．合わせて 240 の地震による 5401 の記録（10802 の水平成分）を解析

に使用しました．解析に用いた地震の震央と観測点の位置を図-1 に示します．近畿地方を対象とした解析

では，近畿地方の 194 地点に中国・四国地方の 75 地点と中部地方の 153 地点を加えた計 422 地点を対象

としています．合わせて 72 の地震による 3354 の記録（6708 の水平成分）を解析に使用しました．解析に用

いた地震の震央と観測点の位置を図-2に示します．中国・四国地方を対象とした解析では，中国・四国地方

の 243 地点に九州地方の 56 地点と近畿地方の 106 地点を加えた計 405 地点を対象としています．合わせ

て 63 の地震による 3092 の記録（6184 の水平成分）を解析に使用しました．解析に用いた地震の震央と観

測点の位置を図-3 に示します． 

 

 

図-1 中部地方の解析に用いた地震の震央と観測点の位置 
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図-2 近畿地方の解析に用いた地震の震央と観測点の位置 

 

 

図-3 中国・四国地方の解析に用いた地震の震央と観測点の位置 

 

基準観測点の選定は次のように行っています．まず，予備的解析の結果に基づき，周波数ごとにサイト

増幅特性の最も小さい地点を基準観測点として選定します．ただし，軟弱地盤において高周波数領域の振

幅が小さくなることを考慮し，基準観測点として採用する地点を表層付近のS波速度が十分に大きい地点に

限定します．具体的には地表から 10ｍまでの平均Ｓ波速度が 400ｍ/s 以上の地点から基準観測点を選択

することとしました．また，個々の記録の特性が結果に大きく影響することを避けるため，複数（5 地震程度）

の観測記録が得られている地点に限定しました． 

このような考え方で選定された基準観測点が妥当なものであるかについて検討するための一つの方法と

して，実際にインバージョンを行った結果得られる震源特性 （震源スペクトル）の低周波部分から算定され

る地震モーメントと，CMT 解（ここでは防災科学技術研究所の F-net によるもの）の地震モーメントとの比較

を行いました．図-4 に震源スペクトルの算定結果を示します．これを見ると，低周波側には周波数の自乗に

比例する部分が見受けられ（規模の大きい地震では0.2Hz付近，規模の小さい地震では1Hz付近），概ねω
-2 モデルに従うものとなっていることがわかります．図-4 に示す震源スペクトルから，変位スペクトルの低周

波側のフラットレベル U0 を読みとり，次式により地震モーメントを算定しました． 
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M0 = 4πρVS
3

Rθφ ⋅ PRTITN
U0

                               （1） 

ここにRθφはラディエーション係数であり，ここでは全方位の平均値0.63としました．PRTITNは 地震波のエ

ネルギーの水平 2 成分への分配を示す係数ですが，ここではもともと水平 2 成分のベクトル和を対象として

解析を実施しているため PRTITN =1 としました．図-5 に地震モーメントの比較結果を示します．いずれの地

方でも，震源スペクトルの低周波部分から算定された地震モーメントと F-net による地震モーメントはある程

度整合しており，したがって，少なくとも，地震モーメントの算定に関わるような低周波数成分（対象とした地

震のコーナー周波数から判断すると概ね1Hzよりも低周波側）に関しては，地震基盤からの増幅率に近いも

のが算定されていると考えています． 

 

 

図-4 震源スペクトルの算定結果（左から中国・四国，近畿，中部） 

 

 

図-5 スペクトルインバージョンで得られた地震モーメントと F-net の地震モーメント 

（左から中国・四国，近畿，中部） 

 

 次に，中部地方で算定されたサイト増幅特性のうち，想定東海地震の震源近傍であるK-NETの12地点の

サイト増幅特性を利用し，2001 年 4 月 3 日静岡県中部地震（M5.3）の強震動シミュレーションを実施し，その

結果を観測スペクトルと比較することにより，サイト増幅特性の妥当性を検討しました．この検討が有意義で

あると考える理由は，強震動シミュレーションに利用できるアスペリティモデル（森川他，2002）が，サイト増

幅特性とは独立に提案されているためです．図-6 に結果を示します．合成波スペクトルと観測波スペクトル

の一致は完全とは言えませんが，1Hzより低周波側では良く一致しており，また，高周波側でも，観測スペク

トルのレベルはある程度再現されていると考えています． 
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図-6 サイト増幅特性を利用した 2001 年 4 月 3 日静岡県中部の地震（M5.3）の強震動シミュレーション 

 

 最後に，異なる地方で算定されたサイト増幅特性が互いにどの程度一致しているか検討しました．その結

果を図-7 および図-8 に示します．中部地方－近畿地方の 5Hz 以上の帯域での接続に問題が残されていま

すが，それ以外は，異なる地域での算定結果は互いに良く一致していると考えられます． 
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図-7 中部地方の解析結果と近畿地方の解析結果の接続状況 

 

 

図-8 近畿地方の解析結果と中国・四国地方の解析結果の接続状況 

 

参考のため，関西地震観測研究協議会の観測点である KBU と DIG において算定されたサイト増幅特性

を鶴来他（2002）のものと比較して図-9 に示します．KBU におけるサイト増幅特性は良く一致しており，DIG

におけるサイト増幅特性は野津・長尾（2005）の方が大きな値を示しています． 

 

 

図-9 関西地震観測研究協議会の KBU と DIG におけるサイト増幅特性 

実線は野津・長尾（2005），破線は鶴来他（2002） 
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